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1.6.2 ジャマイカにおける調査 

ジャマイカにおける現地調査は概ね以下の工程で行われた。 

1) 第 1 週（2014 年 1 月 13 日～1 月 17 日） 

キックオフ会議の開催、防災関連機関との打合せ 

2) 第 2 週（2014 年 1 月 20 日～1 月 24 日） 

防災関連機関との打合せ 

3) 第 3 週（2014 年 1 月 27 日～1 月 31 日） 

防災関連機関との打合せ、高災害リスク地域への現地調査 

4) 第 4 週（2014 年 2 月 3 日～2 月 7 日） 

追加情報収集、防災セクター改善の方向性に関する議論、ラップアップ会議の開催 

5) 追加（2014 年 3 月 3 日～3 月 6 日） 

追加情報収集、防災セクター改善の方向性に関する議論 

この間、関係者との 72 回の面談、会議を行い、防災に係る情報収集、確認を行った。面談リスト、

収集資料リストについて、それぞれ付録-1、付録-2 に示す。 

1.6.3 セントルシアにおける調査 

セントルシアにおける現地調査は概ね以下の工程で行われた。 

1) 第 1 週（2014 年 2 月 10 日～2 月 14 日） 

キックオフ会議の開催、防災関連機関との打合せ、CADM2 サイト訪問、2013 年 12 月被災サイ

ト訪問 

2) 第 2 週（2014 年 2 月 17 日～2 月 21 日） 

防災関連機関との打合せ 

3) 第 3 週（2014 年 2 月 24 日～2 月 28 日） 

追加情報収集、高災害リスク地域への現地調査、防災セクター改善の方向性に関する議論、ラッ

プアップ会議の開催 

4) 第 4 週（2014 年 3 月 3 日～3 月 4 日） 

追加情報収集、 

この間、関係者との 44 回の面談、会議を行い、防災に係る情報収集、確認を行った。面談リスト、

収集資料リストについて、それぞれ付録-1、付録-2 に示す。 
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地層で形成されている。ブルーマウンテンの北部には褶曲した石灰岩からなる標高千メートル以

上の高原が分布していており、島の 3 分の 2 の地域では石灰岩からなるカルストの台地が広がっ

ている。 

 

 出典：maps.com 

図 2.1.1 ジャマイカの地形 

 
 出典：GeoScience World 

図 2.1.2 ジャマイカの地質 

(2) 気 象 

ジャマイカ島は北緯 17°と 18°との間にあり、海洋性で亜熱帯気候帯に位置する。気温は年
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月で、2 月～3 月は乾期である。島の年間平均降水量はおよそ 2,000 mm であるが、降水量は地域

的に異なり、島の北部や南部の海岸地域では年間平均雨量が 1,000 mm 以下のところもあり、ブ

ルーマウンテンの一部地域では 7,500 mm 以上の年間降水量が記録された箇所もある。 
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表 2.1.3 ジャマイカの 1 人当たり名目 GNI および GDP 
Indicator Name 2010 2011 2012 

GNI per capita, Atlas method (US$) 4,570 4,760 5,140

GDP per capita (US$) 4,942 5,391 5,540
出典：GNI - 世界銀行, World Data Bank, GDP - IMF, World Economic Outlook database 

(4) 政府機関と行政区分 

ジャマイカの中央政府機関は表 2.1.4 に示すとおりである。本調査に関連する主たる下部組織

についても表に併記した。図 2.1.4 には、防災に関連する政府機関を図示した。 

表 2.1.4 ジャマイカの中央政府機関 
省名 本調査に関連する主たる下部組織 

首相オフィス 
Office of the Prime Minister 
(OPM) 

1) ジャマイカ社会投資基金 Jamaica Social Investment Fund 
(JSIF) 

2) ジャマイカ情報サービス Jamaica Information Services (JIS) 

外務・国家貿易省 
Ministry of Foreign Affairs 
and Foreign Trade (MFAFT) 

特になし 

法務省 Ministry of Justice (MOJ) 特になし 

国家安全保障省 
Ministry of National Security 
(MNS) 

1) ジャマイカ警察 Jamaica Constabulary Force (JCF) 
2) ジャマイカ国軍 Jamaica Defense Force (JDF) 

財務・計画省 
Ministry of Finance and 
Planning (MFP) 

1) ジャマイカ企画庁 Planning Institute of Jamaica (PIOJ) 

観光・娯楽省 
Ministry of Tourism & 
Entertainment (MTE) 

特になし 

労働・社会保障省 
Ministry of Labor and Social 
Security (MLSS) 

1) 公共援助部 Public Assistance Division 

教育省 
Ministry of Education 
(MOE) 

特になし 

保健省 Ministry of Health (MOH) 
1) 緊急サービスユニット Emergency, Disaster Management and 

Special Services Unit (EDMSS) 

青年・文化省 
Ministry of Youth & Culture 
(MYC) 

特になし 

農業・漁業省 
Ministry of Agriculture and 
Fisheries (MAF) 

特になし 

産業・投資・貿易

省 

Ministry of Industry, 
Investment and Commerce 
(MIIC) 

特になし 

科学技術・エネル

ギー・鉱業省 

Ministry of Science, 
Technology, Energy and 
Mining (MSTEM)  

1) 鉱業・地質部 Mines and Geology Division (MGD) 

運輸・公共事業・

住宅省 
Ministry of Transport, Works 
& Housing (MTWH) 

1) 公共事業公社 National Works Agency (NWA) 

水・土地・環境・

気候変動省 

Ministry of Water, Land, 
Environment & Climate 
Change (MWLECC) 

1) 気象サービス局 Meteorological Services (METS) 
2) 気候変動部門 Climate ChangenDivision(CCD) 
3) 水文管理局 Water Resources Authority (WRA) 
4) 環境計画局 National Environment and Planning Agency (NEPA) 
5) 空間データ管理部門 National Spatial Data Management Division 

(NSDMD) 
6) 森林局 Forest Department (FD) 

地方政府・コミュ

ニティ開発省 

Ministry of Local 
Government & Community 
Development (MLGCD) 

1) 災害準備・緊急管理局 Office of Disaster Preparedness and 
Emergency Management (ODPEM) 

2) ジャマイカ消防 Jamaica Fire Brigade (JFB) 
3) 社会開発委員会 Social Development Commission (SDC) 
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出典：調査団 
図 2.1.4 防災に関連する政府機関 

 

一方、地方行政区分は 3 つの郡（County）に分割され、さらに 14 の行政区（Parish）に区分さ

れる。Parish はそれぞれの県議会(Parish Council)を有する（ただし、Kingston 及び St. Andrew 県で

1 議会）。 

表 2.1.5 ジャマイカの地方行政区分 
County（州） Parish（県） 県庁所在地 面積 (km2)* 人口 (2012)* District 数 

Cornwall  

1 Hanover Lucea 450.4 69,874 176 
2 Saint Elizabeth Black River 1,212.4 150,993 415 
3 Saint James Montego Bay 594.9 184,662 267 
4 Trelawny Falmouth 874.6 75,558 136 
5 Westmoreland Savanna-la-Mar 807.0 144,817 377 

Middlesex 

6 Clarendon May Pen 1,196.3 246,322 406 
7 Manchester Mandeville 830.1 190,812 412 
8 Saint Ann Saint Ann's Bay 1,212.6 173,232 414 
9 Saint Catherine Spanish Town 1,192.4 518,345 432 

10 Saint Mary Port Maria 610.5 114,227 189 

Surrey 

11 Kingston Kingston 21.8 666,041 401 
12 Portland Port Antonio 814.0 82,183 160 
13 Saint Andrew Half Way Tree 430.7 Kingston に含む 
14 Saint Thomas Morant Bay 742.8 94,410 195 

合計 10,990.5 2,711,476 3,980 
備考：Kingston と Saint Andrew は 1 体となって地方行政がなされている。 
出典  *：Statistical Institute of Jamaica 

ODPEM

OPM

MLGCD

NWA

MTWH

MWLECCMSTEM

METS NSDMDNEPA

MGDUWI

WRA

FD

SDC

MLSS

MFP

PIOJ

MoH

JFB JCF

MNS

JDF

EQU DRRC

PCsSDC‐P JFB‐P JCF‐P NWA‐P MLSS‐P MoH‐P

OPM = Office of Prime Minister
MSTEM = Ministry of Science, Technology, Energy and Mining
MWLECC = Ministry of Water, Land, Environment and Climate Change
MEP = Ministry of Finance and Planning
MLGCD = Ministry of Local Government and Community Development
MNS = Ministry of National Security
MTWH = Ministry of Transport, Works and Housing
MLSS = Ministry of Labor and Social Security
MOH = Ministry of Health
JDF = Jamaica Defense Force
UWI = University of the West Indies
EQU = Earthquake Unit
DRRC = Disaster Risk Reduction Center
MGD = Mines and Geology Department

FD = Forest Department
WRA = Water Resources Authority
METS = Meteorological Service
NEPA = National Environmental and Planning Agency
NSDMD = National Spatial Data Management Division
PIOJ = Planning Institute of Jamaica
SDC = Social Development Commission
ODPEM = Office of Disaster Preparedness and Emergency Management
JFB = Jamaica Fire Brigade
JCF = Jamaica Constabulary Force
NWA = National Works Agency
PCs = Parish Councils

####  P means officer at Parish level.####  University

####  Attached Agency of Ministry.####  Department in Ministry
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地方行政の階層としては、Parish – Constituency – Division - District となっている。センサスの

小単位は District である。Constituency および Division は選挙区の単位となっており、それらを単

位とした行政組織があるわけではない。Constituency を代表する議員は国レベルで選出され、

Division を代表する議員は地方レベルで選出される。 

SDC（Social Development Committee）が定義する「Community」は District を複数組み合わせた

ものであり、Division の単位よりも小さい。Community の数は全国で約 830 である。したがって、

Community は集落単位というよりは集落群という意味になるため、注意が必要である。 

 
出典：調査団 

図 2.1.5 地方行政の階層 

Parish

Constituency

Division

Division

District

Community 
(SDC)

Community 
(SDC)

Emergency 
Response 
Unit

コミュニティ防災はDivision
を組み合わせたCommunity
単位で実施。
CommunityはEmergency 
Response Unitと呼ばれるグ

ループに分割されて災害管
理活動を行う。

Constituency とDivisionは選挙区。
Constituency議員は全国レベル
で選出。
Division議員は地方レベルで選
出。

Districtはセンサス実施上の最小
単位。

SDCはコミュニティの活性化活動
のために、Districtを組み合わせ
たCommunityを設定している。
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2.2.2 ジャマイカにおける災害データの現状 

(1) 災害タイプの定義 

ODPEM における災害タイプの定義は、UN-ISDR による定義に従ったものであり、国際的に標

準と考えられる分類がなされている。また、Hurricane や Storm といた災害を引き起こす要因とな

る事象は、データベースの中では災害タイプとして選択されていない（特に後述する DesInventar

において）。 

(2) ODPEM が有する災害データベースの内容 

ODPEM では、大きく分けて 3 つの災害関連データベースが存在している。各データベースの

特徴を以下に列挙する。なお、これらのデータベースはそれぞれの特徴があり、データベース間

のリンクができているわけではない。 

1） Disaster Catalogue（ODPEM） 

ジャマイカにおける過去の災害記録を記載したもの。2000 年までアップデートされてい

たが、その後アップデートされていない。 

2） DesInventar（ODPEM） 

1990 年代から UWI の研究者により、災害関連情報がインプットされてきた。2012 年に

UN-ISDR の支援により、ODPEM と PIOJ が有する災害アセスメントレポートなどの情報を

系統的に入力し、現在に至っている。 

年代ごとに入力されたデータのデータソースは異なり、現在は以下のような状況である。 

- 1900-1972 

データ入力なし。 

- 1973-2002 

UWI の研究者により入力されてきたデータをレヴューし、Gleaner Archives（新聞社）

および ODPEM の有する災害情報を加えたもの。Parish レベルの情報が入力されてい

る。 

- 2003-2010 

コミュニティレベルの情報について ODPEM による初期災害アセスメントレポート

の情報が入力されている。さらに、Parish レベルの情報については、PIOJ による災害

アセスメントレポートの情報が入力されている。PIOJ の災害アセスメントは大規模災

害時にのみ行われるのに対し、ODPEM による初期災害アセスメントは比較的小規模

の災害についても実施される。このため、データベース上で Parish レベルの情報の記

載がない場合には、国家的観点からは小規模な災害であったという見方ができる。 

- 2011-2013 

未入力。 

DesInventar は、EM-DAT と比べ、多くの被害項目のデータ入力が可能であるが、その分入

力する労力も大きい。現在は、データベースへのデータ入力について、以下の方法で実施す

ることとなっている。 

-  Parish disaster coordinator が Parish 内の災害情報を入力する。 

-  ODPEM 担当者が、初期災害アセスメントの結果を参照しつつ、入力情報を確認した

うえで、入力データが公開される。 
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3） GIS-based database（ODPEM） 

このデータベースの主目的は、1) 開発申請時の審査、EIA 審査時の災害リスク面からの

判断を行うためのツール、2) 各種開発管理計画立案時の災害リスクの考慮を推進するツー

ル、とすることである。 

ODPEM では、WRA（洪水)、MGD（土砂災害）、UWI-earthquake unit（地震）が有する災

害データをソースとして、GIS データベースに入力作業を行っている。ただし、NWA が有

する道路災害に関する情報は共有できていない。 

ジャマイカにおける空間データ管理に責任を有する空間情報管理部門（NSDMD）では

National Emergency Response GIS Team (NERGIST)を組織して、災害発生時の災害情報の収集

に協力している。これは、災害発生時に、GIS に関するスキルを持った技術者を災害現場に

派遣して、精度のよい空間情報を取得するものであり、NSDMD はその調整を行っている。

現在登録技術者は 30 名程度であり様々な省庁に所属している。登録技術者は、災害発生直

後にある一定期間通常業務を離れて災害調査に従事することが認められている。 

GIS 情報の中には、既往災害の位置を示すデータ、リスクアセスメントに関わる調査結果

データが含まれる。同時に、ODPEM が実施したコミュニティベースハザードマップをデジ

タル化して GIS に取り込んでいる。 

(3) ジャマイカにおける過去の重大災害 

ジャマイカにおける過去の重大災害の被害の概要を下表に整理する。ここでは、a) PIOJ が 2000

年以降にアセスメントレポート作成を行った国家的自然災害、もしくは、b)インタビュー時に重

大災害として言及があった災害、を重大災害として取り上げた。 

表 2.2.4 近年発生した国家的自然災害 

Date Hurricane 
Name 

Damage 
millionUS$※ 

Economic Loss 
millionUS$※ 

Deaths Source 

May-Jun. 1986 (Heavy Rain) 76 N/A 54 EM-DAT 

12 Sep. 1988 Gilbert 1 N/A 49 EM-DAT 

28 Oct. 2001 Michelle 53.3 1.5 1 PIOJ Report 

22 May. 2002 (Heavy Rain) 45.8 5.4 0 PIOJ Report 

8 Sep. 2004 Ivan 358.5 221.0 15 PIOJ Report 

Jul.-Aug. 2005 Dennis&Emily 85.2 11.6 0 PIOJ Report 

13 Oct. 2005 Wilma N/A N/A 0 PIOJ Report 

20 Aug. 2007 Dean 205.6 123.8 6 PIOJ Report 

28 Aug. 2008 Gustav 200.2 13.9 10 PIOJ Report 

28 Sep. 2010 Nicole 227.2 12.4 16 PIOJ Report 

22 Oct. 2012 Sandy 103.4 4.1 1 PIOJ Report 

※当時の被害額をそのまま用いている。 
 

この表に示した災害のうち、特に顕著な 3 つの災害被害について、摘要を次頁に示す。 
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ODPEM の GIS データとして集約される災害情報は、現時点では限定的である。災害種ご

とのリスク評価をより広範囲で実施することが必要である。なお、これは災害種ごとの関連

セクター機関の課題でもある。 
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(2) 防災行政上の主要政府機関の役割 

ジャマイカにおける防災の基本的枠組みは、一般的な災害マネジメントのサイクル「予防軽減

→事前準備→応急対応→復旧・復興」に沿ったものである。Web サイトからの情報と現地調査時

の関連機関へのインタビューに基づき、これらのサイクルごとの主要な政府機関の分掌に関して

整理し、表 2.3.4 に示す。 

表 2.3.4 防災行政における主要政府機関の役割 
防災マネジメン
トサイクル 

関連する政府機関 

共通 
総合調整 

ODPEM（災害準備・緊急管理局） 
災害予防軽減 災害リスクの認識（リスクマップ等） 

ODPEM（災害準備・緊急管理局）（全災害種） 
WRA（水文管理局）（洪水） 
MSTEM-MGD（科学技術・エネルギー・鉱業省地質・鉱業部）（土砂災害、高潮） 
西インド諸島大学 Mona 校（地震・津波、土砂災害） 
NSDMD（空間データ管理部門）（空間情報） 
非構造物対策 
NEPA（環境計画局）（空間計画/土地利用規制） 
MLGCD（地方政府・コミュニティ開発省）（耐震・耐水構造物等） 
MWLECC-FD（水・土地・環境・気候変動省森林部）（流域保全） 
MAF（農業漁業省）（農業被害軽減） 
構造物対策 

NWA（国家公共事業局）（道路、治水インフラ） 
災害事前準備 予警報システム 

ODPEM（災害準備・緊急管理局）（全災害種） 
MWLECC-METS（水・土地・環境・気候変動省気象サービス局）（気象関連災害、津波）
WRA（水文管理局）（洪水） 

避難施設・緊急備蓄 
ODPEM（災害準備・緊急管理局） 

啓蒙 
JIS（ジャマイカ情報サービス） 
ODPEM（災害準備・緊急管理局） 

災害緊急対応 総合調整 
ODPEM（災害準備・緊急管理局） 

災害時の緊急オペレーション 
JFB（ジャマイカ消防）、JCF（ジャマイカ警察）ほか 

災害時の救急医療 
MOH（保険省）ほか 

災害救済 
MLSS（労働・社会保障省）ほか 

災害復旧・復興 総合調整 
ODPEM（災害準備・緊急管理局） 

災害アセスメント 
PIOJ（ジャマイカ企画庁） 

個別の復旧・復興 
NWA（国家公共事業局） 
各インフラ構造物管理責任諸官庁 

出典：調査団によって関連資料より整理・作成 
 

災害ステージごとの防災関連機関の関係性について、調査団が現地調査における関係機

関へのインタビュー等を通して把握できたものを、図 2.3.5～図 2.3.9 にポンチ絵としてま

とめた。 
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出典：調査団 

図 2.3.5 災害事前準備ステージにおける防災関連機関の関係性 
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UWI = University of the West Indies
EQU = Earthquake Unit
DRRC = Disaster Risk Reduction Center
MGD = Mines and Geology Department
FD = Forest Department
WRA = Water Resources Authority
NEPA = National Environmental and Planning Agency

SDC = Social Development Commission
ODPEM = Office of Disaster Preparedness and Emergency 
Management
NWA = National Works Agency
PCs = Parish Councils
NGOs = Non Governmental Organization

#### ‐ P means officer at Parish level.

1. リスク認識はODPEMとWRA、MGD、EQU、DRRCといった技術関連機関の協働で行われる。これらの
技術機関はODPEMを技術的にサポートする(A)。

2. 開発規制はNEPAが行う。ODPEMと技術関連機関はNEPAにアドバイスする(B)。
3. Parish Councilは建築許可を行う。
4. コミュニティレベルでは、コミュニティ防災が強化される。ODPEMの地域コーディネータはParish 

Councilの活動を支援する(D)。Parish 防災コーディネータ―はコミュニティ防災活動をコーディネートす
る(D)。SDCとNGOsはコミュニティ活動を支援する(E)。

5. NWAはハザード軽減のための構造物対策を実施する。FDはNEPAとともに集水域管理を実施する。
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出典：調査団 

図 2.3.6 予警報発信、災害対応ステージにおける防災関連機関の関係性 
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OPM = Office of Prime Minister
MLSS = Ministry of Labor and Social Security
MOH = Ministry of Health
UWI = University of the West Indies
EQU = Earthquake Unit
WRA = Water Resources Authority
METS = Meteorological Service

ODPEM = Office of Disaster Preparedness and Emergency 
Management
JFB = Jamaica Fire Brigade
JCF = Jamaica Constabulary Force
PCs = Parish Councils
NEOC = National Emergency Operation Center
PEOC = Parish Emergency Operation Center

#### ‐ P means officer at Parish level.

1. ハザードのモニタリングはMETS、WRA、EQUといった技術関連機関によって実施される。警報はこれ
らの技術関連機関からODPEMおよび関連省庁の本局に発せられる(A)。警報はメディアにも発せられ
(B)、公衆に伝達される(C)。

2. ODEPMは災害発生時もしくは災害の発生が予想される場合NEOCを開設する。ODPEMは警報をPEOC
に伝達し(D)、PEOCからは災害発生状況に関わる情報を受け取る(E)。災害発生状況はハザードのモ
ニタリングを実施する技術関連機関と共有され、警報レベルの設定に参照される(F)。災害発生状況
はメディアにも知らされる(G)。ODPEMは関連省庁の活動を調整する(H)。災害の状況については、
ODPEMからOPMに報告される(I)。

3. ODEPMは災害発生時もしくは災害の発生が予想される場合PEOCを開設する。警報はコミュニティ代
表者を通じてコミュニティの災害対応ユニットに伝達される(J,K)。コミュニティレベルでの災害発生時
状況はコミュニティ代表者に報告され、その後、PEOCに報告される(L,M)。PEOCは関連省庁の地方機
関の活動を調整する(N)。関連省庁の地方機関はコミュニティレベルの緊急対応を支援する(O)。
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出典：調査団 

図 2.3.7 初期災害アセスメントにおける防災関連機関の関係性 
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Parish Disaster Coordinator
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MLSS = Ministry of Labor and Social Security
MOH = Ministry of Health
UWI = University of the West Indies
EQU = Earthquake Unit
DRRC = Disaster Risk Reduction Center
MGD = Mines and Geology Department
WRA = Water Resources Authority

PIOJ = Planning Institute of Jamaica
ODPEM = Office of Disaster Preparedness and Emergency 
Management
NWA = National Works Agency
PCs = Parish Councils

#### ‐ P means officer at Parish level.

1. ODPEMは初期災害調査を実施する。WRA、MGD、EQU、DRRCといった技術関連機関はODPEMを支
援する(A)。ODPEMは災害発生地に調査チームを派遣する(B)。調査チームは、Parish Councilの防災
コーディネータを通してコミュニティレベルの調査を実施する(C)。PIOJは調査チームに参加するときが
ある(D)。関連省庁の地方機関もまた調査を実施する(E,F)。調査の結果はODPEMに報告される(G,H)。
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出典：調査団 

図 2.3.8 災害アセスメントにおける防災関連機関の関係性 
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MFP Budget Allocation

Report

Donors assistance 1
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1. PIOJは災害インパクトアセスメントを実施する。 WRA、MGD、EQU、DRRCといった技術関連機関はPIOJ
を支援する(A)。ODPEMは初期災害調査の結果をPIOJに報告する(B)。損害、損失調査は基本的には
関連省庁がその地方機関を通じて実施する(C,D)。その結果はPIOJに提出され、PIOJはそれを取りま
とめる。災害インパクトアセスメントはMFPに報告される(F)。PIOJは災害インパクトアセスメントに基づ
き、ドナー支援を探す(G)。
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出典：調査団 

図 2.3.9 復興・復旧ステージにおける防災関連機関の関係性 

 

(3) 災害準備・緊急管理局（ODPEM）の組織体制・予算 

Office of Disaster Preparedness and Emergency Management (ODPEM：災害準備・緊急管理局）は、

ジャマイカにおける災害管理を監督する機関であり、その所掌は、災害対応のみならず、事前準

備、対応、軽減、復旧をカバーするものである1。同機関は 1980 年に設立された Office of Disaster 

Preparedness and Emergency Relief Coordination (ODPERC)を前身とし、設立法である Disaster 

Preparedness and Emergency Management Act (1993)に基づき、1993 年に名称を現在の Office of 

Disaster Preparedness and Emergency Management (ODPEM)に変更した2。 

ODPEM のヴィジョンおよび使命は以下のとおりである 2。 

 

                                                        
1 WB-GFDRR: Disaster Risk Management in Latin America and the Caribbean Region: GFDRR Country Notes, Jamaica (2010). 
2 ODPEM Web-site (http://www.odpem.org.jm/) 
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PIOJ = Planning Institute of Jamaica
ODPEM = Office of Disaster Preparedness and Emergency 
Management

NWA = National Works Agency
PCs = Parish Councils

#### ‐ P means officer at Parish level.

1. 復旧、復興は関連省庁によって実施される。
2. MFPは予算配分を行う。ドナーによる支援はPIOJを通じて行われる(A)。
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2.3.3 兵庫行動枠組みの実施状況 

2005 年 1 月の国連防災会議において、「兵庫行動枠組 2005-2015」が採択された。これにより、開発

途上国を含む各国は、それぞれの持続可能な開発と自国内の人々の生命と財産を守るための責任を有

し、コミュニティ防災対応能力を高める、といった一般的配慮事項とともに、設定された 5 つの優先

分野行動を基準として防災能力の向上に資する活動を行っている。 

2013 年におけるジャマイカのカントリーレポートによれば、優先行動の達成状況は表 2.3.11 に示す

とおりである。 

表 2.3.11 ジャマイカにおける優先行動の達成状況 

優先行動 主要指標 
達成

度* 

1 

防災を国、地方

の優先課題に位

置づけ、実行の

ための強力な制

度基盤を確保す

る。 

1 
すべてのレベルにおける分散型の責務と能力を伴った災害リスク軽減のための国

家政策と制度枠組みが存在する。 
4 

2 
すべての管理レベルにおける災害リスク軽減計画と活動の実施のための熱心かつ

適切な資源が得られる。 
3 

3 
地方レベルへの権限と資源の移譲によりコミュニティ参加と地方分任が確保され

る。 
4 

4 災害リスク軽減のための国家的マルチセクタープラットフォームが機能している。 4 

2 

災害リスクを特

定、評価、観測

し、早期警報を

向上する。 

1 
ハザードのデータ及び脆弱性に関わる情報を基に国家、地方レベルのリスク評価が

可能であり、主要セクターのリスク評価を含んでいる。 
3 

2 
主要ハザードと脆弱性に関するデータをモニター、保管、配布するシステムが存在

する。 
4  

3 すべての主要災害に対するコミュニティに行き届く早期警報システムが存在する。 4 

4 
リスク軽減に向けた地域連携の観点から、国および地域のリスク評価に、地域およ

び越境リスクが考慮されている。 
4 

3 

全てのレベルで

防災文化を構築

するため、知識、

技術、教育を活

用する。 

1 
防災関連情報が、すべてのレベルのすべてのステークホルダーにとって入手可能で

ある。 
4 

2 
学校教育課程、教材、関連トレーニングに、災害リスク軽減と復旧の概念と実践が

含まれる。 
4 

3 多重リスク評価と費用便益解析のためのツール及び研究手法と開発、強化される。 3 

4 
災害耐性の文化を都市および村落に行き渡るよう促進するための全国的な啓蒙戦

略が存在する。 
4 

4 
潜在的なリスク

要因を軽減す

る。 

1 
災害リスク軽減が気候変動適応と土地利用管理を含む環境関連政策・計画の統合的

目的となっている。 
4 

2 
リスクの高い住民の脆弱性を軽減するための社会開発政策・計画が実施されてい

る。 
3 

3 経済活動の脆弱性を軽減するための産業セクター戦略・計画が実施されている。 3 
4 建築基準の遵守を含む居住計画と管理が災害リスク軽減要素を組み込んでいる。 4 
5 災害復旧・復興に災害リスク軽減対策が統合されている。 2 

6 
主要開発プロジェクト（特にインフラ）への災害リスク影響を評価する手続きが存

在する。 
3 

5 

効果的な応急対

応のための事前

準備を強化す

る。 

1 
災害リスク軽減の視野から災害リスク管理のための強力な政策、技術的・制度的能

力と仕組みが存在する。 
4 

2 
災害準備計画、危機管理計画がすべての管理レベルで存在し、災害対応プログラム

の開発、テストのために定期的ドリル、リハーサルが行われている。 
4 

3 
必要に応じて効果的な対応、復旧を支援するための積立金と危機管理の仕組みが存

在する。 
3 

4 
災害が生じている期間の関連情報の交換手続きが存在し、災害後のレヴューが実施

される。 
5 

*1: 達成度は5を達成されたものとし、数字が低くなると達成度合いが低くなる。 
出典：National Progress Report 2011-2013, Jamaica. 
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2.3.4 防災行政に関わる課題 

防災行政に関する課題としては、以下の項目が考えられる。 

1） 災害管理に関わる新法の早期施行 

新法は ODPEM の災害管理における権限を強化するものであり、より確実な災害管理を実

施していくためには新法の早期施行が望まれる。 

2） 防災組織の技術系職員の増員による防災体制の組織強化 

現在、IMF の勧告により、現状の経済状態では公務員の増員は難しい状況にあり、防災分

野においては、管理系職員の効率化を図ることにより技術系職員ポストの増強が必要である

と共に、技術能力を有する関連機関との連携を強化する必要がある。 

3） 防災に関わる機材等の維持管理費の確保 

機材等の維持管理費は、経常支出の一部となるが、経常支出に関わる予算をいきなり大き

く増加させることは難しい。したがって、既存の保有機材に比べて大きすぎる機材の導入に

際しては、維持管理費を担保するためのなんらかの処置が必要となる。 
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- NESA (EU の支援) 

- Micro Com （米国民間） 

- Davis (米国民間) 

これらはいずれも、衛星通信により観測データを送信し、ユーザはインターネット経由でデー

タを閲覧できるというものであるが、データ、システム仕様が異なっており、これらを統合した

システムにはなっていない。このため、これらのデータを利用した気象状況の分析、予報が効率

的に行われていない状況である。 

降雨観測所 

手動による 24 時間雨量の観測のみであり、観測は対価を支払わないボランティアに依存して

いる。 

高層大気観測 

現在は観測が行われていない。 
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出典：調査団 

図 2.4.2 気象モニタリング及び早期予警報に関する関連機関の関係性 

 

気象関連警報発出にあたって気象サービス局が必要とする情報 

気象サービス局から気象関連警報を発出する場合、洪水発生状況に関するリアルタイムの

情報が必要になる（洪水発生の事実があった場合、Watch から Warning に切り替わる）。この

ため、災害発生状況を把握する ODPEM とのよりスムースな情報共有が必要である。 

気象に関する予警報の活用状況 

本調査の現地踏査時に得た情報によれば、過去に甚大な高潮災害の経験があり高潮災害の

Monitoring and Early warning for Severe Weather

OPM

ODPEM

National Meteorological Center 
at Norman Manley Airport
(METS)

Hurricane Center at Miami
Radar AWS (automatic 

weather St)

Warning
(MP, EM, FAX)

JFB JCF

MLSS
MoH

HQ

Warning
(MP, EM, FAX)

Info on 
disaster 
condition

NEOC

PC

Parish Disaster Coordinator

PEOC

Mass Media

Warning
(MP, EM, FAX)

Warning
(MP, EM, FAX)

Public

Community

Local Level Reps.

Warning
(MP, EM, FAX)Report

(MP, EM, FAX)

B

CA

D

E

F

H

G

K

I

J

L

OPM = Office of Prime Minister
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Management
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MP = Mobile Phone
EM = Email
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1. METSではAWSおよび気象レーダーの情報をモニタリングする(A)。気象レーダーでとらえたハリケー
ンの位置情報をマイアミのハリケーンセンターに伝える(B)。マイアミのハリケーンセンターからハリ
ケーンの規模進路に関する情報を得る(C)。

2. METSより、気象警報をメディアに対して提供する(D)。同時に気象警報をODPEMに送信する（E）。
3. ODPEMはただちに防災関連機関のHQにこれを知らせる(F)。防災関連機関のHQはそれぞれの地

方事務所に連絡する(G)。OPPEMはさらに、Parish Councilにも連絡する(H)。
4. Parish Councilでは、Community に警報を知らせる(I)。
5. Community から得られる災害発生状況に関する情報はODPEMに送られる(J)。
6. ODPEMは、災害発生状況に関する情報をメディアに知らせる(K)とともに、METSとも共有する(L)。
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(3) 気象観測及び気象関連災害に関する課題 

気象観測及び気象関連災に関する課題としては、以下の項目が考えられる。 

1） 気象観測の精緻化 

自動観測所の観測データとレーダーの観測データの統合によるより精緻な降雨量分布の

把握が重要である。そのためには、より多くの自動気象観測所の設置と各データ間の統合プ

ラットフォームが必要となる。 

2） 気象予測に関わる能力向上 

気象予測モデルを複数個使用することで気象予測の精度向上が期待されるが、そのために

は、気象サービス局スタッフを対象に、気象予測に関わるモデルに関する更なるトレーニン

グが必要である。 

3） 提供気象情報の精緻化 

より時空間精度の高い気象情報を提供できれば、気象状況を要因とする各種災害の予測が

しやすくなることから、提供気象情報の精緻化が望まれる。 

4） ODPEM との災害発生状況の効率的共有 

気象サービス局では災害発生状況に応じて気象災害に関わる警報の度合いを変えるため

に、正確な気象警報を発するためにも、ODPEM との効率的な災害発生状況の情報共有が必

要である。 

5） 潮位観測網の確立 

ハリケーン接近に伴う高潮の観測、予測のためにも、適切な潮位観測網の確立が急務であ

る。リアルタイム観測が望ましい。 

6） 高潮災害リスク評価の拡充 

高潮災害リスク評価が実施された地域は現時点では極めて限定的である。予備的なスク

リーニング等により高いリスクが想定される地域から優先的に高潮災害リスク評価を実施

していくことが必要である。 
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している。 

WRA のベース基地で受信した情報は、WRA 内のコンピュータルーム内のサーバーに保管

され、Web ページ（http:://floodwarning.dyndns.org/stations.php）から閲覧できる。異常気象時

には、WRA の担当職員が、まず自宅あるいは WRA 内のコンピュータルームから Web ペー

ジを閲覧して情報を得る。そのうえで、WRA および ODPEM のあらかじめ定められたリス

トに掲載の個人に対して、総降雨量、水位、警戒レベルに関する情報を、携帯電話もしくは

e-mal によって送信する。 

WRA 内のコンピュータルームにはバックアップ電源がなく、停電時にはサーバーも停止

してデータ送受信機能は機能しなくなることから、WRA 内のバックアップ電源の設置が必

要とされている。 

Rio Cobre 川の洪水予警報システムに係る関係者間の関係性について、調査団が把握した

現状を図 2.4.8 に図示する。詳細な確認はできていないが、停電などにより通信手段が断絶

しなければ、情報伝達は比較的スムースに行われ、冠水の恐れのある国道の交通規制を行う

地域の警察・消防には、ほぼ時間差なく情報が届くものと考えられる。 

 

 
出典：調査団 

図 2.4.8 Rio Cobre 川の洪水予警報システムに係る関連機関の関係性 
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2） 洪水対策のための適切な観測所の設置と観測の実施 

WRA が設置している既存の水文観測所は主として利水・水資源管理を目的としており、

洪水災害リスク評価を進めるには、洪水モニタリングを目的とした適切な観測所の設置と観

測の実施が必要である。 

3） 現在機能していないコミュニティベースの洪水警報システムの再活性化 

関係者への情報伝達のためにサイレンの設置、GSM などの簡易な通信機能を付加すると

いった比較的安価で対応できる機能拡充を行ったうえで、プロトコルの見直し、住民・関係

者へのトレーニングの実施を行ってシステムの改善、再活性化を行う必要がある。 

4） 洪水リスク評価の実施と洪水災害リスクマップの整備・拡充 

洪水災害リスクの把握は国家開発計画である Vision 2030 Jamaica の優先施策となってい

る。しかし、洪水災害リスク評価が実施されている流域は限定されており、洪水災害リスク

評価及び洪水災害リスクマップの作成の推進が必要である。 

5） National Drainage Master Plan の実施および拡充 

NWA によって準備中の National Drainage Master Plan について、優先度の高い都市から順

次実施していく必要がある。さらに、まだ同計画に含まれていない主要都市の排水計画の策

定が必要である。 
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2.4.3 土砂災害 

(1) 土砂災害の状況 

自然災害の中で土砂災害は対象地域の地形・地質および気候・気象に大きく影響され、ジャマ

イカにおいてもその傾向が見られる。島の地形は東の山岳地域、中央部の谷地形や台地、および

海岸平野の 3 つに分けられ、東の火成岩や変成岩のから構成される山岳地域は南東から北西方向

に山地が連なり、島の年間平均降水量はおよそ2,000 mmであるが、島の東部の山岳地域では7,500 

mm 以上の年間降水量が記録された箇所もあり、土砂災害が も顕著である。 

自然災害の中で土砂災害は対象地域の地形・地質および気候・気象に大きく影響されるため、

それらに関する詳細な情報を現地で入手して報告書作成に活用した。ジャマイカにおける土砂災

害については関係機関でデータが管理されており、西インド諸島大学(UWI)では収集した土砂災

害のデータの研究がなされている。 

 

出典：Landslides in Jamaica Causes and Controls: Overview  西インド諸島大学 2013 

図 2.4.10 ジャマイカの既知の大規模な地すべり 

UWI が研究して発表しているデータによるとジャマイカ島での主要な地すべりの分布は図 

2.4.10 に示す様になっており、急傾斜斜面が分布する箇所に集中している。また首都 Kingston の

人口密集地帯の斜面での発生も顕著であり、都市開発によって斜面が不安定化している現状も見

て取れる。 

河川の集水域には大規模な地すべりや土石流などの土砂災害が見られるが、道路沿いに見られ

る土砂災害は「急崖斜面の崩壊」や「急崖からの落石」など小規模の土砂災害が多く見られる。

Parish (St Catharine)のDisaster Coordinator（現地踏査は実施できなかったが、写真で説明を受けた）

によると Thompson Town 他では道路を含む範囲で Landslide が発生している。道路盛土の崩壊を

「地すべり」と判断しているケースも見受けられ、排水処理施設の不備が要因として発生した盛

土の崩壊も多い。 

(2) 土砂災害のリスク管理 

ジャマイカにおいて防災は早期警報発令などのソフト面を主体とした対応が中心であり、ハー

ド面の対策も比較的簡易なものが主流である。表 2.4.2 に示すように、土砂災害は大きく「土石

流」、「地すべり」、「斜面崩壊」の 3 つに区分され、それぞれの対策工は表に示されている通りで
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ある。 

表 2.4.2 土砂災害の分類（日本の一般的な分類） 

 ① 土石流 ② 地すべり ③ 斜面崩壊 

イ
メ
ー
ジ
図 

   

現
象
・
被
害
の
特
徴 

【移動形態】 
山腹や渓床を構成する土砂石

礫の一部が長雨や集中豪雨など

によって水と一体となり、渓流

内を一気に流下する現象。 
 
【被災形態】 

・20～40km/h という速度で大き

な衝撃力を持ち、流下経路にあ

る人家や施設などを破壊する。 
・谷から平地に出ると減速して

一部堆積を開始するが、後続の

土砂はこれらの高まりを避けて

全体として放射状に広がり、平

面的に被害が拡大しやすい。 
・渓流沿いや谷出口の道路等施

設が被災するおそれがあり、住

民・通行者の人的被害の危険性

も大きい。 

【移動形態】 
斜面の土塊が地下水などの影響に

よりすべり面に沿ってゆっくりと斜

面下方へ移動する現象。特定の地域・

地質条件で発生しやすい。 
 
【被災形態】 

・一般に規模が大きいため影響が広範

囲におよび、移動の力も大きく、複数

施設を巻き込んで甚大な被害を生じ

る可能性がある。 
・土塊がバランス状態になるまでは断

続的に滑動を続け、被害が長期間繰り

返して発生するおそれがある。 
・また、河川や渓流を堰き止めると上

下流への二次的被害も懸念される。移

動土塊上あるいは周辺の施設がまと

まった被害を受けるおそれがある。 
・人的被害の恐れは①③よりは相対的

に低い。 

【移動形態】 
雨や地震などの影響によって、

斜面を構成する材料の抵抗力が弱

まり、急激に斜面が崩れ落ちる現

象。 
 
【被災形態】 

・崩壊による衝撃力は大きいが、

個々の規模は一般に①②より小さ

い。 
・発生は地質条件のほか地形条件

や土地利用状況に影響を受け、特

定の場所や区間で発生率が高くな

ることがある。 
・施設上に土塊が崩落する場合と

施設ごと斜面が崩落する場合があ

り、住民・通行者の人的被害の危

険性も大きい。 

主

な

対

策

工

と

組

合

せ 

【構造物対策】渓流保全工、砂防

堰堤、流路工、架橋など 
【非構造物対策】移転、迂回、通

行規制 
【事業例】被災箇所が流路付近に

限定される流下部で構造物対策

実施、雨量計や土石流センサー

との連携による減災、等 

【構造物対策】横ボーリング工、押え盛

土工、集水井工、杭工、アンカー工

など 
【非構造物対策】頭部排土工、移転、迂

回、通行規制 
【事業例】移動特性が把握されている場

合、観測結果を利用した通行規制の

併用で対策費用を軽減、等 

【構造物対策】法枠工、ロックボル

ト工、アンカー工など 
【非構造物対策】切土工、移転、迂

回、通行規制 
【事業例】同様な斜面特性を持つ重

要 区間に集中的に対策、被害情

報を共有して複数迂回路を確保、

等 

出典：国土交通省他 
 

ジャマイカでは地質鉱山局(MGD)や UWI が中心となり、土砂崩れに関するハザードマップを

作成している。本調査では 新版のハザードマップを確認すると共に、土砂災害に関する資料や

レポートの収集を行いリスク管理の課題について検討した。流域において洪水対策が策定されて

いた場合は、それらの結果が土砂災害対策にどの程度利用可能かも検討する予定であったが、そ

の様な資料はなかった。土砂災害の技術的調査、診断は多くがドナー（もしくはドナーが雇用し

たコンサルタント）によってなされていて、リスクマップなどは存在するが災害の詳細を示す資

料は見つからなかった。詳細な資料は国内にない可能性が高いと判断された。 
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土砂災害のリスクが高い地域については建設を認めないなどの対応を行う。 

7） 人材の能力開発 

土砂災害に精通した人材が少なく、土砂災害への対応が十分に実施されていない。土砂災

害に精通した人材の確保および育成が重要である。 
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出典：Draft Jamaica Tsunami Warning Information Dissemination Protocol and Standard Operating Procedures 

図 2.4.20 津波発生時の情報伝達概念図（案） 
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(3) 地震・津波災害に関する課題 

地震・津波に関する課題としては、以下の項目が考えられる。 

【地震・津波観測】 

1） ジャマイカ全土及び KMA（Kingston Metoropolitan Area）における地震・津波対策方針、計

画の策定と実施 

ジャマイカ全土の地震・津波災害対策方針、計画の策定とその実施が望まれる。特に、ジャ

マイカの全人口の 40%を抱える KMA における早急な計画策定、対策実施が望まれる。 

2） 地震観測機材の拡充 

地震観測機器の設置は特に地方部で十分ではなく、拡充が必要である。 

3） カリブ海の津波観測ネットワークの拡充 

カリブ海の津波観測ネットワークは十分に整備されておらず、今後拡充が必要である。 

4） 地震観測体制の強化 

現状で 24 時間体制ではなく、緊急用の電源も十分ではない。24 時間体制の確実な地震情

報伝達の仕組みが必要である。 

【耐震】 

1） 耐震診断の実施と耐震性の向上 

病院、消防、警察等、重要建築物は、現地調査とヒアリングからある程度の耐震性は有し

ていると考えられるが、実際の耐震性は不明である。公共構造物の耐震性の確認とともに、

ジャマイカでは耐震化の実績・経験がないため、各省庁の関係者・技術者に実際の耐震化の

経験・実績が必要である。 

土木構造物については、上水道、電気、ガス、道路などのライフラインに対する耐震診断

とインフラ計画にあたっての地震対策の考慮が必要である。また、比較的新しい橋梁でも落

橋防止装置の設置はなく、落橋防止装置の設置が必要である。 

2） 建築基準監督職員の能力向上 

新基準は完成されつつあるが、耐震化の実績がない状況であり実務に不安が残る。このた

め、監督職員への周知、訓練による能力強化が必要である。 
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警報システムの実施、脆弱性及び各種災害リスクの調査、防災訓練、統合的ハザード及び脆弱性

評価を進めていると報告されている。 

コミュニティ防災計画はODPEM のRegional Coordinator及び地方（Parish）のDisaster Committee 

Member が中心になって進めている。 

全国的にコミュニティ防災が進められており、メディアを活用した防災情報伝達は行われてい

る。国のコミュニティ防災は、主に CIDA, CDB による支援により、積極的に進められている。

また、WB もコミュニティ防災に関する支援を行っている。（P80 参照） 

ODPEM は、全国 830 コミュニティのうちの比較的災害リスクの高い 145 のコミュニティを優

先コミュニティとして抽出し、実施状況は以下の通り。 

 75 コミュニティ 

CIDA/IDB は ODPEM が進める優先コミュニティ防災活動を支援。（図 2.4.23 参照）。こ

のうち、IDB 支援によるものは、ハザードマップの作成にとどまっているため、現在、

USAID/NG が一部の支援を継続中。この 75 コミュニティについて作成されたハザードマッ

プはデジタル化して GIS に取り込んでいる。 

 30 コミュニティ 

NGO (Red Cross 及び Help Age International)により、コミュニティ 防災活動を支援。 

 10 コミュニティ 

NGO ( CRS: Catholic Relief Service)によりコミュニティ 防災活動を支援。主として、都市

域のコミュニティに焦点を当てている。 

 
出典：ODPEM 

図 2.4.23 CIDA, IDB によるコミュニティ防災活動 

ODPEM としては、優先コミュニティのうちまだコミュニティ防災活動を支援できていないコ

ミュニティについて、資金援助があれば、活動を拡張したい意向がある。 
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2.5.2 他ドナーによる支援状況 

2013 年におけるジャマイカの兵庫行動枠組みカントリーレポートによれば、防災分野における近年

のドナーの支援は表 2.5.2 に示すとおりである。 

表 2.5.2 ジャマイカにおける防災分野における近年のドナーの支援 

ドナー支援の既存事業 ドナー 予算(US$) 期間 
HFA 優先
活動分野*

Participatory Community Development and Monitoring 
to improve the lives of vulnerable populations  

CIDA (J$42 million) and 
IDB (US$12.5 million)  

J$ 54.5 million 
2009 - 

2011 
3 

Enhancing Emergency Storage Capacity and Distribution 
Capacities 

USAID 
J$ 0.024 
million 

2008 - 
2011 

5 

Expanding ODPEM Dedicated Emergency 
Telecommunications Network and early warning 
capabilities  

IDB (64,500) and 
Government of Jamaica 
(8,300) 

J$ 0.073 
million 

2008 - 
2011 

2 

Knowledge and Awareness Building UNICEF J$2 million 
2008 - 

2011 
3 

Mainstreaming Disaster Risk Management into the 
Agricultural and Tourism Sectors 

CDEMA and FAO J$2.75 million N/A 4 

Community Mitigation – Developing Community Risk 
Management Program 

IDB (111,500) and 
Government of Jamaica 
(16,800) 

J$ 0.128 
million 

 
N/A 4 

Incorporate hazard information into the Development 
approval process at the national and Parish Levels 

Partially through IDB and 
WB 

J$ 0.208 
million 

 

2009 - 
2011 

5 

Enhance the Damage Assessment Process CIDA and USAID 
J$2.8 million 

(est.) 
2008 - 

2011 
5 

Enhance the utilization ICTs in Disaster Risk 
Management 

CDEMA J$5.2 million N/A 2 

*：表中の番号は表2.3.11に示される優先活動分野と対応している。 
CIDA：カナダ国際開発庁、IDB：米州開発銀行、USAID：米国国際開発庁、UNICEF：国連児童基金、CDEMA：カ
リブ災害緊急管理機関、FAO：国際連合食糧農業機関 
出典：National Progress Report 2011-2013, Jamaica. 

上述した事業に加えて、2013/2014 の省庁別暫定予算4には、以下のドナー支援による防災関連事業

が掲載されている。 

 教育省 

 Repairs to Secondary Schools (USAID) (Tropical Storm Nicole )  

 運輸・公共事業・住宅省 

 Palisadoes Shoreline and Road Project (China EXIM Bank) 

 Tropical Storm Nicole - KMA Drainage Project (CDB) 

 水・土地・環境・気候変動省 

 Integrated Management of the Yallahs/Hope River Watershed Management Area (Global 

Environmental Facility) 

 Climate Change Adaptation and Disaster Risk Reduction (EU) 

 地方政府・コミュニティ開発省 災害準備・緊急管理局 

 Community Based Landslide Risk Management (Japan Social Development Fund/IBRD) 

国家開発計画 (UNDP) ジャマイカ事務所 

1） ジャマイカ国の開発計画、Vision 2030 Jamaica, Millennium Development Goals の達成に向けて支

援しており、現在は下記のエリアに焦点を当てている。 

                                                        
4 MOFP Web-site ( http://www.mof.gov.jm/budgets) 



 

 80

 Poverty reduction and achieving the Millennium Development Goals 

 Democratic governance 

 Environmental sustainability and energy security 

2） 防災は環境分野に入る。現在は地震防災に重点を置いている。 

3） 効率的な支援活動を進めるため、UN Family の機関（FAO, IAEA, PAHO, UNDP, UNEP, UNESCO）

と定期的に連絡会を実施、西カリブの各国のドナーグループとは不定期だが会合している。 

4） 実施中のプロジェクト 

 Integrated Watershed and Coastal Area Management 

 National Protected Area Project 

 Crisis Prevention & Recovery 

世界銀行 (WB) 

1） ジャマイカ国の開発計画を考慮、下記のエリアに焦点を当てている。 

 Support economic stability 

 Promote growth through three results：strengthening human capital, criminal and violence 

prevention, and promotion of rural development. 

 Promote sustainable growth 

2） Disaster risk management は気候変動適応策とともに、Cross cutting theme として扱っており、

現在以下の関連プロジェクトを実施または準備している。 

 Community based Landslide Risk Reduction 

 Support under the Pilot Programme for Climate resilience (PPCR) 

 Making Jamaica Stronger Disaster Vulnerability Reduction Project 

3） プロジェクト実施に当り、効果的な投資を図るため他の援助機関との協調を深める方針であ

る。 

4） プロジェクト形成には、概ね 1 年以上かけ、段階的に進めているので、他の機関との協調の

検討は可能である。 

米州開発銀行 (IDB) 

1） ジャマイカにおける今後の支援の方向性 

 水、エネルギー、教育、社会保障、交通運輸、PPP の分野を重視している。 

 現在は防災分野への支援は実施していない。今後も、防災サイクル全般の支援は予定し

てないが、減災に関する事業への支援の可能性はある。 

2） 現在の防災セクターの支援動向 

 現在、世銀と実施中の PPCR プロジェクトの一部（IDB 担当のコンポーネント部分）を

支援している（これは、IDB の中で、防災分野ではなく気候変動関連の支援と位置付け

られている）。 

3） 他機関との定期的会合を実施しており、JICA との協調支援は歓迎する。 

カナダ国際開発庁 (CIDA) 

1） CIDA は CARICOM 全体を支援している。 

2） 防災サイクル全般、統合的な防災を対象にしている。 
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3） プロジェクト実施に当っては、他の援助機関及び CDEMA との協調、連携を行っている。 

4） 自然災害の増加は、カリブ諸国の経済成長にマイナスの影響を与えており、特に災害に脆弱

なコミュニティへの影響が大きいところから、コミュニティ防災プロジェクトを手掛けてい

る。 

5） 国際機関及び他機関との会合には参加している。 

UNISDR 等との連携状況 

ODPEM は UNISDR とは良く連携しており、積極的にコミュニケーションを取っている。

UNISDRは定期的にジャマイカのDRMPの見直しを実施しており、国の方針（Vision 2030 Jamaica, 

防災基本計画及びアクションプランの方針）は UNISDR に沿っている。 

カリブ災害緊急管理機関（CDEMA）との連携 

CDEMA の現 Director の Ronald Jackson 氏は、ODPEM の前 Director であり、ODPEM と CDEMA

の意思疎通は良好である。また、CDEMA が主催する Annual Caribbean Conference on CDM は、4

回ジャマイカで開かれており（第 4 回/2009 年、第 5 回/2010 年、第 7 回/2012 年、第 8 回/2013）、

良好な関係が伺える。 

CDEMA では Technical Advisory Committee が年 3～4 回開催され、ODPEM は Director が参加し

ている。CARICOM の内、ジャマイカが担当する North-Western の 4 カ国（Bahama, Belize, Turk & 

Caicos 及び Haiti）については技術支援を行っている。 

CDEMA については、Appendix7 に概要を記述する。 
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2.5.3 今後実施が想定される特筆すべきドナーの支援事業 

今後実施が想定されるドナー支援による防災関連事業のうち、以下のものが特筆される。 

1)  Pilot Program for Climate Resilience (PPCR)（世銀、IDB 支援） 

2014 年からスタートが想定される 4 年間の事業であり、次の 3 つのコンポーネントからなる。 

a) コンポーネント 1 （世銀支援） 

a-1) 気象データの改善 

a-2)リスク情報のプラットフォーム 

a-3) 気候変動シナリオ 

b) コンポーネント 2 （IDB 支援） 

b-1) Rio-Mino 川流域における気候変動適応策の実施 

b-2) 計画における気候変動の考慮の推進 

c) コンポーネント 3 (IDB 支援) 

c-1) 適応策への融資 

このうち、コンポーネント 1 （世銀支援）においては、そのドラフトプロジェクトアプライザル

レポートによれば、総額 3.9mil US$の資金提供により、以下の機材供与と技術移転が実施される見

込みである。 

a) Cooper Hill における既存気象レーダーの取り換え (METS) 

b) 68 自動気象観測所（40 補足、28 取り換え）（リアルタイムデータ転送あり）（METS） 

c) 15 自動水位観測所（河川）（6 新規、9 取り換え）（ロガーによる自動観測）(WRA) 

d) Port Royal の潮位計の取り換え（ロガーによる自動観測）(METS) 

e) データ管理、品質管理に関する職員のトレーニング 

 

2)  Community Climate Change Center を通した支援事業 

詳細は不明であるが、特定地域の Lider データが提供される予定。0.5-1.0mil. US$程度がジャマイ

カにおける Lider データ提供に使用される予定。 
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2-b-3) 気象データ管理能力の向上 (METS) 

気象データの有効活用を推進するために、METS 職員の気象データのデータベース管理能

力の向上を図る。 

(3) 洪水災害分野 

a)  中長期展望 

3-a-1) 全国洪水リスク管理計画の策定 (WRA) 

将来的に Water Resources Act のアメンドが承認され、洪水リスク管理に関わる職務権限が明

確になった場合、WRA が中心に洪水リスク管理に関するマスタープラン策定が必要になると

考えられる。洪水リスク管理に関するマスタープランの策定は、現在の利水を中心とするマ

スタープランに洪水リスク管理の視点を加えた統合的なマスタープランになると考えられる。 

洪水リスク管理にあたっては、洪水に関する基礎的な情報の不足（特に水文データの不足）

と洪水解析能力の不足が大きな課題となっている。 

3-a-2) 洪水・雨水排水対策マスタープランの実施 (NWA) 

NWA が作成した主要都市の洪水・雨水排水構造物対策について、優先度の高い都市から順

次、実施する。 

b)  推奨される短期的アクション 

3-b-1) PPCR 提案事業の確実な実施 (WRA) 

洪水観測分野について PPCR 事業で提案された事業を確実に実施する。 

3-b-2 ) 洪水リスク管理パイロット事業(ODPEM, WRA) 

洪水リスク管理計画を全国的に展開するためには、少なくとも Water Resources Act のアメン

ドの承認を待たなければならない。その前の準備として、関連機関の能力開発を主目的とし

たパイロット事業を実施する。ODPEM との共同事業として、パイロット地区を選んで先行し

て進める。以下のステップが必要であると考えられる。 

a) 洪水頻発地域と洪水リスク管理のための適切な洪水モニタリング地点の特定 

b) 洪水モニタリングのためのモニタリング機材の設置（水位計および雨量計：ま

ずはリアルタイムでなくてもよいが短期データを得るためにデータロガーを

用いた自動観測は必要である）。 

c) モニタリング結果を用いた洪水解析（流出解析および洪水氾濫解析） 

d) 洪水リスクマップの準備 

e) 洪水予警報のための警戒レベルの設定 

f) リアルタイムモニタリングへのグレードアップと洪水予警報システムの確立

（関連機関との情報共有を含む） 

パイロット地区選定にあたっては、河川氾濫の洪水とカルスト地形特有の地下水が関連す

る洪水の両者が含まれるのが望ましい。今後、洪水被害等による重要性も考慮して選定する

必要がある。さらには PPCR によって設置される予定の自動水位観測施設との重複に留意す

る必要がある。 

3-b-3) 既存コミュニティベース洪水警報システムの改善事業(ODPEM) 

現在機能していない既存コミュニティベース洪水警報システムについては、早急にその機

能を回復する必要がある。 
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関係者間の情報伝達のために GSM などの簡易な通信機能を付加することにより比較的安

価で対応できる機能拡充を行ったうえで、プロトコルの見直し、住民、関係者へのトレーニ

ングの実施を行ってシステムの改善、再活性化を行うことが考えられる。 

3-b-4) 洪水・雨水排水対策マスタープランの促進 (NWA) 

NWA が作成した主要都市の洪水・雨水排水構造物対策計画のレヴューを行うとともに、同

計画の実施、拡充に向けた検討を行う。 

(4) 土砂災害分野 

a)  中長期展望 

4-a-1) 土砂生産、土砂流出軽減のための流域の修復(NEPA, FD, NWA) 

土砂災害に関わる確固たる政策を確立し、流域管理の視点から長期的に土砂生産・流出、

河川の流出土砂、堆積を減少させるための流域の修復を実施。 

4-a-2) 土砂災害危険流域の特定(MDG, UWI) 

ジャマイカ全土における土砂災害危険流域の特定を行う。 

4-a-3) 土砂災害リスクマップの準備(MDG, UWI) 

土砂災害危険流域におけるリスクマップを準備する。 

b)  推奨される短期的アクション 

4-b-1) 土砂災害アセスメントに係る能力強化(MDG, UWI) 

MGD、UWI ともに、土砂災害の分類など土砂災害に関する技術力が不足しおり、これを改

善することにより土砂災害に対して的確な対応を図る。 

4-b-2) 地すべりハザードマップ作成に係るパイロット事業 (MDG, UWI) 

MGD、UWI など関係機関の地すべり、土砂災害に関する技術力が不足していて地すべり、

土砂災害ハザードマップの精度が不足しているため、この向上を図る。 

(5) 道路防災分野 

a)  中長期展望 

5-a-1) 道路災害情報システムの確立 (NWA) 

NWA が進めている情報システムの整備を確実なものとし道路防災情報システムを確立す

る。 

b)  推奨される短期的アクション 

5-b-1) 山腹斜面、山岳地域における道路設計基準の見直し (NWA) 

山腹斜面、山岳地帯における道路盛土の崩壊などが頻繁にみられるため、これらの設計基

準の見直しを行う。 

(6) 地震・津波災害分野 

a)  中長期展望 

6-a-1) 全国地震対策計画の策定 (ODPEM, UWI, MLGCD) 

全国（主として Kingston 首都圏地域）における地震、津波に対するリスクアセスメント（ハ

ザード評価、脆弱性評価ならびにリスク評価）を実施し、重要施設の耐震化を含むリスク軽

減対策を提言する。 
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6-a-2) 地震観測施設の強化 (UWI) 

地震観測施設の拡充（優先箇所）を行うとともに、24 時間体制のモニタリング、地震速報

システムを確立する。 

6-a-3) 重要建物、インフラの耐震化の実施 (ODPEM, MLGCD など) 

重要建物、インフラ施設の耐震化を実施する。 

b)  推奨される短期的アクション 

6-b-1) 地震・津波災害のプロトコルの調整と適用訓練 (ODPEM) 

地震災害のプロトコルのレヴュー、津波災害のドラフトプロトコルの調整を行い、これら

の適用にあったっての関係者の訓練を実施する。 

6-b-2) 建築基準に関する体制・能力強化 (ODPEM, MLGCD) 

新建築基準の適用にあたり、耐震設計という面で建築審査をする側の体制・能力強化を図

る。 

6-b-3) 地震体験車の設置 (ODPEM) 

地震に対する啓蒙活動のため、地震体験車を導入する。 

6-b-4) 耐震診断パイロット事業 (ODPEM, MLGCD など) 

Kingston 首都圏における防災に関わる重要施設（病院、消防、警察、ODPEM、KMA 庁舎、

首相オフィス、PetroJam 等、ライフライン）の予備的耐震診断を行い、耐震化に関する提言

を行う。 
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2.6.2 支援対象として考えられる緊急事業等の提言 

上述した防災セクター改善の方向性をもとに、ODPEM 担当者とともに支援対象として考えられる

緊急事業の事業内容を検討した結果、以下に示す A. 考えられる緊急事業の実施、B. 考えられる個別

専門家の派遣ならびに、C. 緊急事業として ODPEM から要請のある Kingston 首都圏のパイロット事

業、を提言する。 

 

A. 考えられる緊急事業「ジャマイカ災害リスク管理改善計画（仮称）」 

 

コンポーネント 1：災害緊急対応システムの改善（機材供与） 

1-1: 災害管理のための全国無線通信システムの改善 (ODPEM） 

1) デジタル基幹無線中継局および IP ルーター網（アナログ→デジタル（AD 共存型）） 

6ch デジタル基幹無線固定中継局：1 

4ch デジタル基幹無線固定中継局：8 

4ch デジタル基幹無線移動中継局：2 

クロスバンドラジオリンク：2 

インフラサポート（1 システム管理、21 IP バックボーンシステム、20 VPN ルーター、20 ラ

ジオ-IP インタフェース、20 Wi-Fi システム、2 バックアップ用衛星通信） 

2) 固定無線指令局のアップグレード：1（ODPEM の EOC に設置） 

3) 無線端末器：1,291 

4) 衛星通信による緊急災害対応活動トラッキングシステム 

トラッキングデバイス、衛星通信受信機 

5) 空間データ収集機器 

野外用パソコン、アンドロイドタブレット端末、ハンディ GPS 

1-2: Parish、コミュニティレベル災害対応通信システムの導入(ODPEM)   

1) 固定無線管理局：16（15 の Parish EOC ごとに 1 ヶ所+重要沿岸域 1 ヶ所） 

2) 移動無線管理局：63（1 つの Parish に 4-5 ヶ所） 

1-3: 国家早期予警報システムの導入(ODPEM） 

1) システム管理サーバー：1 

2) ブロードキャスト・エンコーダー（代表的 FM ラジオ局を対象）：10 

3) 津波、高潮災害に対する優先危険地域への警報装置（サイレン）設置：15（パイロット） 

4) 警報装置付レシーバー：60（パイロット） 

5) ソフトウエアライセンス：1 

6) スマートフォンアプリケーション：1 

1-4: 災害管理用通信機器メンテナンスセンター(ODPEM） 

1) メンテナンス用機材 

スペクトル分析機、サービスモニター、野外ツールキット、ワークショップツールキット、 

ワークショップ、メンテナンス用ソフトウェア 

2) スペアパーツ 
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コンポーネント 2：災害リスクコミュニケーション用機材の導入（機材供与） 

2-1: リアルタイム潮位計 (METS） 

1) リアルタイム潮位計： 4  

2) その他のサポート機材（データサーバー、ソーラーシステム等） 

2-2: パイロット流域への洪水観測システム(WRA） 

1) 1 パイロット流域につき 2,3 か所の水位計、雨量計（GSM 等によるデータ転送付）の設置 

：3 流域 

候補地域/流域（フラッシュ洪水 2、地下水起源洪水 1 を想定） 

フラッシュ洪水候補：Port Maria, Rio Cobre, Yallas, Rio Grande, Annotto Bay 

地下水起源洪水候補：Moneque, New Market, Chiglnell 

（単純かつ小規模流域で頻繁に洪水被害が生じる地域を選定するのが望ましい） 

2-3: KMA 内の選定された重要構造物に設置する地震加速度計(UWI) 

1) 地震加速度計：6  

2) その他のサポート機材（データサーバー、ソーラーシステム等） 

2-4: リスク、ハザードマッピング機材 (ODPEM) 

1) GIS 用サーバー：1 

2) プロッター：1 

3) 大規模スキャナー：1 

4) GIS ソフトウェア ライセンス：1  

2-5:地震啓蒙用機材（ODPEM） 

1) 地震体験車 1 台 

2) ミニチュア振動台及び振動模型 1 台 

 

コンポーネント 3：災害リスク管理にかかる能力向上支援（専門家派遣） 

3-1: 情報通信システム専門家 1 名 (ODPEM) 

1) 災害管理用情報通信システムに関するトレーニング 

2) 災害管理用情報通信システムに関する日本の技術の紹介 

3) ODPEM の災害管理用情報通信システム改善、他機関との災害関連情報共有に対する助言 

3-2: 洪水解析・洪水予警報専門家 1 名(ODPEM+WRA)                    

1) 水文解析、洪水氾濫解析に関するトレーニング 

2) 洪水リスクマップ作成に関するトレーニング 

3) 洪水予警報基準の設定に関するトレーニング 

4) パイロット流域における上記項目の実演 

5) 洪水リスク管理に関する提言 

3-3: 耐震診断専門家 2 名（ODPEM、UWI をはじめとする各種関連機関）   

(1) 建築耐震診断 

1) 建築物耐震診断に関するトレーニング 

2) KMA における重要建築物の予備耐震診断 

3) 建築物耐震化に関する提言 

(2) インフラ施設耐震診断 
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1) インフラ耐震診断に関するトレーニング 

2) KMA における重要インフラの予備耐震診断 

3) インフラ施設耐震化に関する提言 

 

（注） 

1.  機材類の項目、数量については、ジャマイカ側の提案書を基に仮設定したものであり、本格案件

の準備調査等において、精査の上 適化を図る必要がある。 

2. ODPEM はデジタル無線システムの導入にあたり、NxDN 方式と呼ばれる簡易デジタル無線方式

を採用することを望んでいる。NxDN 方式はケンウッド、アイコムといった本邦企業が共同で開

発したものであり、北米を中心に導入が始まっている。 

 

B.  考えられる個別専門家派遣 

 

1. コミュニティ洪水警戒避難計画専門家（ODPEM） 

1) コミュニティ活動を主体とした洪水に対する警戒避難計画策定支援。 

2) 洪水モニタリングシステムが導入されるパイロット流域において、コミュニティベース洪水

警報システムを導入する（トレーニングの実施） 

 

2. 土砂災害専門家（MGD、UWI） 

1) 土砂災害アセスメントに係る能力向上支援。 

2) パイロット地域を選定し、地すべり危険地域における地すべりハザードマップ、応用地質図

の作成支援。 

3) パイロット地域を選定し、土石流リスク評価の支援。 

（参考）専門家の活動と関連して MGD より要請された機材 

- SMARTSEIS：1 

- Hammer switch to supply energy source: 1 

- KOR-IT core hand drilling machine: 1 

- Uniaxial compressive strength equipment: 1 

- GPS Units: 1 

- Digital MENS inclinometer: 1  

 

 

3. 道路設計専門家（NWA） 

1) 斜面、山岳地帯における道路設計ガイドラインのレヴューと改善に向けた提言。 

 

4. 排水計画・設計専門家（NWA） 

1) 排水計画・設計のレヴュー 

2) 全国排水計画マスタープランの拡充に向けた提言。 
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5. 建築基準専門家（MLGCD） 

1) 新建築基準周知（主として耐震基準）のためのトレーニングの実施。 

 

6. 気象データベース専門家 (METS) 

1) 気象情報に関する既存データベースのレヴュー 

2) データベース改善に向けた提言。 

 

C.  緊急事業として ODPEM から要請がある Kingston 首都圏のパイロット事業 

本事業は ODPEM から要請はあるものの、来季実施を想定している無償資金協力事業としては

実施が困難と考えられるが、首都圏の地震災害にたいする不安は高く、必要な備え・対応が急が

れているため、参考情報として掲載する。なお、コンポーネント 1 は「A.考えられる緊急事業」

のコンポーネント 3 の事業内容と一部重複する。 

 

「キングストン首都圏地域耐震診断および耐震化パイロット事業（仮称）」 

 

コンポーネント 1：耐震診断パイロット事業（専門家派遣） 

1-1: 耐震診断専門家の派遣（ODPEM、UWI をはじめとする各種関連機関） 

(1) 建築耐震診断 

1) 建築物耐震診断に関するトレーニング 

2) KMA における重要建築物の予備耐震診断 

3) 建築物耐震化に関する提言 

(2) インフラ施設耐震診断 

1) インフラ耐震診断に関するトレーニング 

2) KMA における重要インフラの予備耐震診断 

3) インフラ施設耐震化に関する提言 

 

コンポーネント 2：耐震化パイロット事業（建築） 

2-1: 選定された重要構造物の耐震化（ODPEM, MLGCD その他関連機関） 

1) 1-1 の耐震診断に基づき耐震化が必要と判断された重要構造物のうちいくつかを選定して

パイロット的に耐震化工事の実施 
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2.6.3 考えられる緊急事業に関する補足説明 

 

コンポーネント 1：災害緊急対応システムの改善 
 
1-1: 災害管理のための全国無線通信システムの改善 (ODPEM） 

本サブコンポーネントは、図 2.6.1 に示すように、主として、災害発生直前（警報等の伝達）、発生

直後の緊急対応における ODPEM を中心とする国及び Parish レベルまでの関連機関間の情報伝達を改

善する目的で導入されるものである。 

(1) 現状 

ODPEM は緊急時の関係機関との連絡のために独自の全国無線通信網を構築している。無線中継局

は全国に 9 か所あり（図 2.6.2 参照）、電力会社が保有する鉄塔を利用している。現在のシステムはア

ナログ式の 1 方向通信しかできないことから、使い勝手がよくなく、ほとんど使われていない。しか

し、緊急時の使用に備えて特定の Parish との通信を定期的にシステムの点検もかねて行っている。無

線通信の不便さにより、現在では、災害発生前の予警報、災害発生時の連絡手段としては、携帯電話

および e-mail が使用されている。しかし、 近のハリケーン・サンディ発生時には、携帯電話回線は

停電その他の理由により災害発生時に回線が利用できなくなったという実績があり、より安定的かつ

効率的な通信手段の確保が必要とされている。 

(2) 本事業の実施によって期待される改善点 

本事業では、既存の ODPEM の無線通信網をアナログからデジタル化することで、既存施設の有効

活用かつ効率化を図る。デジタル化により、双方向通信が可能となり無線通信の使い勝手は飛躍的に

高まることから、緊急時には通信が途絶えるリスクのある携帯電話による通信に依存した現状を改善

し、安定した通信を確保する。 

デジタル化によって IP を用いた通信により光ファイバーネットワークへの接続が可能となるため、

将来的にはNWAの提唱するPublic Safety Network通信網との接続により災害管理関連機関との統合化

した通信網を構築する基盤となる。 

使い勝手のよいデジタル無線機の導入により、災害管理活動に関わる携帯電話の利用を低減させる

ことで関連機関における携帯電話料金負担を減少させることも期待される。 

(3) 裨益者 

直接的な裨益者は、ODPEM を中心とする国及び Parish レベルまでの災害管理関連機関である。全

国スケールでの災害管理に関わる情報伝達が安定化・効率化されることから、本事業はジャマイカ全

国民に少なからず裨益するものである。 

(4) 想定される供与機材内容 

想定される供与機材内容は、ODPEM による提案書および現地での関係者との協議により、 

表 2.6.1 に示すとおりである。 

(5) 想定される供与機材の管理者 

想定される供与機材は、コンポーネント 1-4 で提案されている ODPEM 内の災害管理用通信機器メ

ンテナンスセンターにより維持管理される。 

(6) 機材に係る想定費用 

ODPEM による機材に係る概算見積もりは 3.6mil US$である（設計管理費、サービス費等は除く）。 
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1-2: Parish、コミュニティレベル災害対応通信システムの導入(ODPEM) 

 本サブコンポーネントは、図 2.6.1 に示すように、主として、災害発生直後の緊急対応において、

Parish およびコミュニティ間の通信手段が断絶した際の対策として導入されるものである。 

(1) 現状 

地方の現地踏査時のヒアリングによれば、Parish およびコミュニティレベルでも緊急時の通信は携

帯電話となっている。携帯電話回線がダウンした場合には、Parish とコミュニティ間、コミュニティ

同士の通信は断絶するが、Parish およびコミュニティレベルでは無線等の携帯電話の代替手段はほと

んど整備されていない。現状では、警察の無線連絡に頼ることが多いが、警察が有している無線も限

りがあるため、効率的な緊急対応に支障をきたしている。このため、Parish-コミュニティ間、コミュ

ニティ内部（災害対応グループ間）のコミュニケーションのための無線通信の導入が望まれている。 

(2) 本事業の実施によって期待される改善点 

これまで、災害発生時にはダウンするリスクの高い携帯電話による通信に頼っていた各 Parish の

PEOC（Parish Emergency Operation Center）とコミュニティ間の通信が確保され、災害の生じたコミュ

ニティの緊急活動が改善される。 

(3) 裨益者 

Parish レベルの災害管理関係者および災害リスクの高いコミュニティ。 

(4) 想定される供与機材内容 

想定される供与機材内は、ODPEM による提案書および現地での関係者との協議により、表 2.6.3

に示すとおりである。 

表 2.6.3 想定される供与機材内容（コンポーネント 1-2） 
項 目 説 明 機材使用者 

1) 
固定無線管理局：16 
（15 の Parish EOC ごとに 1 ヶ

所+重要沿岸域 1 ヶ所） 

Parish Council に設置される PEOC(Parish Emergency Operation 
Center)に固定無線管理局を設置するものであり、これを拠点と

して、災害発生時のコミュニティとの通信を確保し、コミュニ

ティレベルでの災害発生状況を的確に把握する。 

Parich Council

2) 
移動無線管理局：63 
（1 つの Parish に 4-5 ヶ所） 

Parish 内で災害リスクの高いコミュニティを中心に無線管理局

を配置する。移動無線管理局とすることで、近隣のコミュニティ

において災害発生の場合には、管理局を速やかに災害の発生し

たコミュニティに移動させ、緊急災害対応活動時の通信手段を

確保する。 

優先コミュニ

ティ 

 

(5) 想定される供与機材の管理者 

想定される供与機材は、コンポーネント 1-4 で提案されている ODPEM 内の災害管理用通信機器メ

ンテナンスセンターにより維持管理される。 

(6) 機材に係る想定費用 

ODPEM による機材に係る概算見積もりは 1.0mil US$である（設計管理費、サービス費等は除く）。 

 

 

 

 

  



 

 94

1-3: 国家早期予警報システムの導入(ODPEM） 

 本サブコンポーネントは、津波、高潮情報など緊急に広範囲に一斉に警報を発する場合のために、

ODPEM による一斉警報発信システムを導入する（FM ラジオを活用した警報の一斉告知、サイレン

による重点地域への警報発信）ものである。この情報伝達経路は、図 2.6.3 に示すように、従来には

存在しなかった ODPEM からの直接的な住民レベルまでの即時の情報伝達経路となる。 

(1) 現状 

津波予警報など緊急的に広範囲へ瞬時に情報伝達するシステムが確立されていない。現在、ODPEM

では Portmore 市において、試験的に広域同報システムの導入を行っているところである（図 2.6.4 参

照）。津波、高潮等の海岸地域において想定される災害に備えて、ODPEM から情報の一斉告知システ

ムを構築する必要がある。 

(2) 本事業の実施によって期待される改善点 

ODPEM から発出される警報は、携帯電話もしくは e-mail により、Parish に送信され、その後、コ

ミュニティ代表者、コミュニティ災害対応ユニット代表者、住民に伝達されるが、多数の関係者が関

わるため、即時の情報伝達は困難である。本事業の実施により ODPEM から直接住民レベルへの情報

伝達が可能となる。 

(3) 裨益者 

直接的な裨益者は災害リスクの高い 15 地域住民およびジャマイカ全国民。 

(4) 想定される供与機材内容 

想定される供与機材内容は、ODPEMによる提案書および現地での関係者との協議により、表 2.6.5

に示すとおりである。 

表 2.6.4 想定される供与機材内容（コンポーネント 1-3） 

項 目 説 明 機材使用者 

1) システム管理サーバー：1 
シ ス テ ム 管 理 用 に ODPEM の NEOC(National 
Emergency Operation Center)に導入する。 

ODPEM 

2) 
ブロードキャスト・エンコーダー（代

表的 FM ラジオ局を対象）：10 

ジャマイカ全国がカバーできるように代表的FMラジ

オ局 10 を選定し、FM ラジオ電波を活用してブロード

キャストするためのエンコーダーを導入する。 
ODPEM 

3) 
津波、高潮災害に対する優先危険地域

への警報装置（サイレン）設置：15（パ

イロット） 

海岸地域でリスクの高い地域の中から、パイロット的

に 15 ヶ所を選定して、FM ラジオ電波受信機を備えた

サイレンを設置する。 
Parich Council 

4)  
警報装置付レシーバー： 
60（パイロット） 

警報装置付レシーバーを導入する。 
パイロット的に重要施設を選定して設置する。 

重点施設管理者 
表 2.6.5 参照 

5) ソフトウエアライセンス：1 これはシステムを機能させるために導入する。 ODPEM 

6) スマートフォンアプリケーション：1 
スマートフォンアプリを開発して、アプリを入れたス

マートフォンを持った個人が警報を自動的に受信で

きるようにする。 
ODPEM 

 

(5) 想定される供与機材の管理者 

想定される供与機材は、コンポーネント 1-4 で提案されている ODPEM 内の災害管理用通信機器メ

ンテナンスセンターにより維持管理される。 

(6) 機材に係る想定費用 

ODPEM による機材に係る概算見積もりは 1.2mil US$である（設計管理費、サービス費等は除く）。 
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注記：図中の Proposed は、現時点では、あくまでも提案段階であり、存在していない。 
出典：ODPEM 

図 2.6.2 ODPEM が有する既存の無線中継局 
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出典：調査団 

図 2.6.3 サブコンポ―ネント 1-3 で導入される情報伝達経路 

サブコンポーネント1‐3で
導入される情報伝達

ODPEM

PC

Parish Disaster Coordinator

WRA

EQU

Flood

Earthquake

Early warning and Response Stage

Community

Emergency Response Unit

Monitoring of Hazard

METS

Meteorology/ tide

NEOC

PEOC

JFB

JFB‐P

JCF

JCF‐P

MLSS
MoH

MLSS‐P

MoH‐P

HQ

Local Rep.

warning

Disaster 
situation

warning

warning

warning

report

report

report

Coordination

warning

Support

Mass Media

warning Disaster 
situation

warning

Disaster situation

Coordination

OPM

Report

1

A

A

B

C

2

3

D

F

G

J

KL

M

E

H

N

O

I

OPM = Office of Prime Minister
MLSS = Ministry of Labor and Social Security
MOH = Ministry of Health
UWI = University of the West Indies
EQU = Earthquake Unit
WRA = Water Resources Authority
METS = Meteorological Service

ODPEM = Office of Disaster Preparedness and Emergency 
Management
JFB = Jamaica Fire Brigade
JCF = Jamaica Constabulary Force
PCs = Parish Councils
NEOC = National Emergency Operation Center
PEOC = Parish Emergency Operation Center

#### ‐ P means officer at Parish level.

1. ハザードのモニタリングはMETS、WRA、EQUといった技術関連機関によって実施される。警報はこれ
らの技術関連機関からODPEMおよび関連省庁の本局に発せられる(A)。警報はメディアにも発せられ
(B)、公衆に伝達される(C)。

2. ODEPMは災害発生時もしくは災害の発生が予想される場合NEOCを開設する。ODPEMは警報をPEOC
に伝達し(D)、PEOCからは災害発生状況に関わる情報を受け取る(E)。災害発生状況はハザードのモ
ニタリングを実施する技術関連機関と共有され、警報レベルの設定に参照される(F)。災害発生状況
はメディアにも知らされる(G)。ODPEMは関連省庁の活動を調整する(H)。災害の状況については、
ODPEMからOPMに報告される(I)。

3. ODEPMは災害発生時もしくは災害の発生が予想される場合PEOCを開設する。警報はコミュニティ代
表者を通じてコミュニティの災害対応ユニットに伝達される(J,K)。コミュニティレベルでの災害発生時
状況はコミュニティ代表者に報告され、その後、PEOCに報告される(L,M)。PEOCは関連省庁の地方機
関の活動を調整する(N)。関連省庁の地方機関はコミュニティレベルの緊急対応を支援する(O)。
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出典：ODPEM 

図 2.6.4 Portmore 市で試験的に導入中の早期警報システム 
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(2) 気 象 

セントルシア島は海洋性熱帯気候であり、加えて貿易風気候帯に位置する。貿易風により熱帯

性の暑熱が和らぎ、概してしのぎやすい気候である。年平均気温は摂氏 28 度で、ほとんど季節

変化がない。雨季と乾季があり、乾期は 1 月～3 月であり、雨期は 6 月～11 月である。地形によ

る降雨の影響はかなり明白であり、比較的平坦な沿岸地域では約 1265 mm、島の高標高では約

3,420 mm であって様々である。 

 

 出典：prestburyworldwideresorts.co.uk 

図 3.1.3 セントルシアの気象概況 

3.1.3 社会経済状況の概要 

(1) 政治状況 

セントルシアは 1979 年に英国から独立した。二大政党制であり、保守系の統一労働者党

（UWP：United Workers Party）と社会民主主義を掲げるセントルシア労働党（SLP：St. Lucia Labour 

Party）の力が強い。1997 年よりセントルシア労働党が政権を運営していたが、2006 年の総選挙

では、農業・観光業および軽工業の育成を提唱した、コンプトン党首率いる統一労働党が勝利し、

政権が交代した。2011 年 11 月に実施された総選挙では、与党 UWP の汚職問題を追及した野党

SLP が勝利、5 年ぶりに政権を奪取し、アンソニー党首が首相に就任した。 

(2) 人 口 

世銀の調査から、2012 年の人口は約 18 万人となっている。その人口の 83%は地方に居住する

人口である（表 3.1.2 参照）。地方の人口比率は年々増加し、都市部では減少傾向にある。 

表 3.1.2 セントルシアの人口変遷 

 
出典：世界銀行, World Data Bank 
 
 

Country_Name Indicator_Name 1987 1992 1997 2002 2007 2012

St. Lucia Population, total 131032.00 141934.00 150994.00 160217.00 170149.00 180870.00
St. Lucia Population growth (annual %) 1.86 1.26 1.35 0.98 1.47 0.89
St. Lucia Urban population 37335.47 41798.71 43701.89 41669.56 36039.94 30692.19
St. Lucia Urban population (% of total) 28.49 29.45 28.94 26.01 21.18 16.97
St. Lucia Rural population 93696.53 100135.29 107292.11 118547.44 134109.06 150177.81
St. Lucia Rural population (% of total population) 71.51 70.55 71.06 73.99 78.82 83.03
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(3) GNI および GDP 

セントルシアの 1 人当たり名目 GNI および GDP は、表 3.1.3 に示すように暫定値ではあるも

のの 5,000USD を超えている。 

表 3.1.3 セントルシアの 1 人当たり名目 GNI および GDP 

Indicator Name 2010 2011 2012 

GNI per capita, Atlas method (US$) 6,510 6,720 6,530

GDP per capita (US$) 7,244 7,268 7,276

出典：GNI - 世界銀行, World Data Bank, GDP - IMF, World Economic Outlook database 

(4) 行政区分 

セントルシアの中央政府機関は表 3.1.4 に示すとおりである。本調査に関連する主たる下部組

織についても表に併記した。図 3.1.4 には、防災に関連する政府機関を図示した。 

表 3.1.4 セントルシアの中央政府機関 
省名 略称 本調査に関連する主たる下部組織 

首相オフィス Office of the Prime Minister (OPM) 
1) 国家緊急管理機構 National Emergency 

Management Office (NEMO) 
公共サービス・情報・
放送省 

Ministry of the Public Service, Information and 
Broadcasting (MPIB) 

特になし 

法務省 Ministry of Legal Affairs (MLA) 特になし 

内務・国防省 
Ministry of Home Affairs and National Security 
(MHNS) 

1) セントルシア消防 Fire Service (SLFS) 
2) セントルシア警察 Police Services (SLPS) 

農業・食糧生産・漁
業・農村開発省 

Ministry of Agriculture, Food Production, 
Fisheries and Rural Development (MAFPFRD) 

特になし 

商業・事業開発・投
資・消費者省 

Ministry of Commerce, Business Development, 
Investment & Consumer Affairs (MCBDICA) 

特になし 

社会基盤運輸省 
Ministry of Infrastructure, Port Services and 
Transport (MIPST) 

1) セントルシア気象サービス  St Lucia 
Meteorological Service (SLMS) 

財務・経済・計画・社
会保障省 

Ministry of Finance, Economic Affairs, Planning 
and Social Security (MFEAPSS) 

1) 企画開発局 Department of Planning and 
National Development (DPND) 

2) 空港・港湾公社 St.Lucia Air and Sea Ports 
Authority (SLASPA) 

外務・貿易・航空省 
Ministry of External Affairs, International Trade 
and Civil Aviation (MEITC) 

特になし 

観光・文化遺産・創造
産業省 

Ministry of Tourism, Heritage and Creative 
Industry (MTHCI) 

特になし 

開発・住宅・都市再生
省 

Ministry of Physical Development, Housing and 
Urban Renewal (MPDHU) 

1) 計画局 Physical Planning Section (PPS) 
2) 測量地図局 Survey and Mapping Section 

(SMS) 

社会変革・地方政府コ
ミュニティ省 

Ministry of Social Transformation, Local 
Government and Community Empowerment 
(MSTLGCE) 

1) 社会開発基金 Social Development Fund 
(SDF) 

教育・人材開発・労働
省 

Ministry of Education, Human Resources 
Development and Labour (MEHDL) 

特になし 

保健・健康・福祉・ジェ
ンダー省 

Ministry of Health, Wellness, Human Services 
and Gender Relations (MHWHGR) 

特になし 

青年開発・スポーツ省 
Ministry of Youth Development & Sports 
(MYDS) 

特になし 

持続的開発・エネル
ギー・科学技術省 

Ministry of Sustainable Development, Energy, 
Science and Technology (MSDEST) 

1) 森林局 Forest Department (FD) 
2) 水資源管理庁 Water Resources Management 

Agency (WRMA) 
3) 上下水道公社 Water and Sewerage Company 

(WASCO) 
4) 電力公社 St.Lucia Electricity Services Limited 

(LUCELEC) 
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出典：調査団 

図 3.1.4 防災に関連する政府機関 

 

セントルシアには 17 の地方カウンシルが存在する。このうち、Castries は 5 つのカウンシルに

分かれているが、それらをまとめる Mayor が任命される。また、Gros Islet、Vieux Fort、Soufriere

でも Mayor が任命される。その他のカウンシルには市長は存在せず、Chairperson が任命される。 

Mayor、Chairperson ともに選挙で選出されるのではなく、中央政府によって任命されている。

Mayor は国から給料の一部が支払われるが、Chairperson は他の職業を本職とするボランティアで

ある。 

コミュニティは存在するものの、カウンシルより細分化された正式なコミュニティ境界は決

まっていない。 

  

SLPS

OPM

MHNS

SLMS

MIPST

MSDEST

WASCO LUCELECWRMA

FD

MSTLGCE

MFEAPSS

SLASPA

MEHDL

SLFS
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OPM = Office of Prime Minister
MHNS = Ministry of Home Affairs and National Security 
MAFPFRD = Ministry of Agriculture, Food Production, Fisheries and Rural 
Development
MIPST = Ministry of Infrastructure, Port Services and Transport 
MFEAPSS = Ministry of Finance, Economic Affairs, Planning and Social 
Security
MTHCI = Ministry of Tourism, Heritage and Creative Industry
MPDHU = Ministry of Physical Development, Housing and Urban Renewal 
MSTLGCE = Ministry of Social Transformation, Local Government and 
Community Empowerment 
MEHDL = Ministry of Education, Human Resources Development and 
Labour
MHWHGR = Ministry of Health, Wellness, Human Services and Gender 
Relations
MSDEST= Ministry of Sustainable Development, Energy, Science and 
Technology

NEMO = National Emergency Management Office
SLFS = Fire Service
SLPS = Police Services 
SLMS = St Lucia Meteorological Service 
DPND = Department of Planning and National Development
SLASPA = St.Lucia Air and Sea Ports Authority
PPS = Physical Planning Section
SMS = Survey and Mapping Section
SDF = Social Development Fund
FD = Forest Department 
WRMA)= Water Resources Management Agency 
WASCO = Water and Sewerage Company 
LUCELEC = St.Lucia Electricity Services Limited 

####  University

####  Attached Agency of Ministry.####  Department in Ministry

NEMO

DPND

PPS SMS SDF

MHWHGR

MAFPFRD

MTHCI
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表 3.1.5 セントルシアの地方行政区分 
地方カウンシル 統計上の区分 面積 (km2) 人口 (2011) 

1 Castries Central 

Castries 79.5 66,262 

2 Castries North 

3 Castries East 

4 Castries South 

5 Castries Southeast 

6 Anse La Raye/Canaries Anse La Raye/Canaries 46.9 8,368 

7 Soufriere Soufriere 50.5 8,550 

8 Choiseul Choiseul 31.3 6,154 

9 Laborie Laborie 37.8 6,763 

10 Vieux-Fort South 
Vieux-Fort 43.8 16,434 

11 Vieux-Fort North 

12 Micoud South 
Micoud 77.7 16,434 

13 Micoud North 

14 Dennery South 
Dennery 69.7 12,715 

15 Dennery North 

16 Babanneau 
Gros-Islet 101.5 25,443 

17 Gros-Islet 

合計  539.0 167,123 

出典：地方カウンシルは MLGCD、面積・人口は Office of Saint Lucia, Annual Statistical Digest, 2011. 

 



 

 

 3.2 

3.2.1 

We

その発

た。 

(1) 

EM
（

ギ

GL
（

本

Da
（

カ

Na
Ce
セ

出

 

(2) 

自然災害基礎

災害関連

eb サイトか

発生履歴、頻

データベース

セントルシ

それぞれの特

表 3

資料名又は提

M－DAT 
（ルーヴァン

ギー） 

LIDE Number 
（アジア防災セ

本） 

artmouth Flood 
（ダートマス大学

カ） 

ational Geophys
enter（国立地球

センター/アメリ

出典：調査団 

この中で、

被害額等の数

シアの災害の

EM-DAT に

EM-DATに

し、各自然災

に示す。 

また、EM

礎情報 

データベース

ら入手可能な

頻度、災害の規

スの確認 

シアの災害デ

特徴を表 3.2

3.2.1 セント

提供機関 

大学 /ベル

センター/日

Observatory 
学/アメリ

sical Data 
球物理データ

カ） 

、EM-DAT の

数値の整理状

の概要を確認

による災害履歴

による1900年

災害別に死者

M-DAT に基づ

ス 

な災害データ

規模（被害額

データは、イ

2.1 に示す。

トルシアの災

データ対

1900 年から全

自然災害・人災

状況を DB 化。

1970 年以降の

多い。 

2000 年から全

自然災害・人災

状況を DB 化。

1970 年以降の

多い。 

1985 年から全

洪水の被害

DB 化。 

過去の地震・火

履歴等を記録

のデータベー

状況も良好で

認する。 

歴 

年から2012年

者数、災害影

づき、死者数

107

タベースをも

額、被災人口

ンターネッ

害データを蓄

対象 

全世界の

災の被害

。 
の登録が

・国

理

・大

録

全世界の

災の被害

。 
の登録が

・E
通

グ

・被

お

と

全世界の

状況を

・基

ソ

・被

い

火山噴火

録。 
・科

ースは、全世界

であるため、E

年までのセン

影響者数、総被

数でみたセン

とに、セント

等）、特筆す

ト上の以下の

蓄積している

摘要

国ごとの被害額

理されている。

大規模な自然災

録している。

EM-DAT と共通

通番号（GLIDE
グを行っている

被害額等の数値

おらず、被災状

とめられている

基本的に衛星

ソースとしてい

被害額等の数値

いる。 

科学的な基礎デ

界を網羅して

EM-DAT のデ

ントルシア国

被害額を集計

トルシアの 1

トルシアにお

すべき災害に関

の 4 つソース

るデータベー

要 

額等の数値が整

 
災害を中心に記

通の世界災害共

E）ナンバリン

る。 
値は整理されて

状況は文章にま

る。 

画像データを

いる。 
値が整理されて

データが中心。 

ており、 も

データベース情

国全体の災害履

計した。結果

10 大自然災害

おける自然災

関する情報な

スから入手が

ース及び資料 

入手

整

記

http://www

共

ン

て

ま

http://gliden
/public/sear

を

て

http://www
~floods/ 

 http://www
ngdcinfo/on

もデータ登録期

情報を中心に

履歴データベ

果を表 3.2.2

害を表 3.2.3

害を分類し、

などを整理し

可能である。

手先 URL 

w.emdat.be 

number.net/glide
rch/search.jsp 

w.dartmouth.edu/

w.ngdc.noaa.gov/
nlineaccess.html

期間が長く、

に、セントル

ベースを確認

及び図 3.2.1

に示す。 

し

e

l

ル

認

1



 

 

備考

出典

( http

備考：図

出典：E

( http://ww

 

出典

( http

Drought
Earthquake (
Flood
Mass movem

Storm

S
S
S
S
S
F
S
S

表 3.2

考：表中の値は

典：EM-DAT: The

p://www.emdat.be )

図中の割合は 1
EM-DAT: The OFD

ww.emdat.be ) に

図 3.2.1 

表 3.2.3

典：EM-DAT: The

p://www.emdat.be )

(seismic activi

ment wet

Storm
Storm
Storm
Storm
Storm
Flood
Storm
Storm

2.2 EM-DA

1900-2012 年の

e OFDA/CRED In

) によるデータベ

900-2012 年の合

DA/CRED Interna

よるデータベース

EM-DAT に

3 死者数でみ

e OFDA/CRED In

) によるデータベ

Drough
ty) Earthqu

Flash F
Landsli
Unspec
Tropica

災害種別

災害種

AT によるセン

の合計値を示し

ternational Disaste

ベースに基づき J

合計値の割合を

ational Disaster Da

スに基づき JICA

によるセント

みた 1900 年

ternational Disaste

ベースに基づき J

ht
uake (ground s
Flood
ide
cified
al cyclone

108

ントルシアの

している。 
er Database, Unive

JICA 調査団が集

を示している。

atabase, Universite

A 調査団が集計。

トルシアの災

から 2013 年

er Database, Unive

JICA 調査団が集

shaking)

発生
年月日

1988/9/1
1980/8/

1963/9/2
2010/10/3
1980/7/3

2013/12/2
1994/9/1
2007/8/1

の災害履歴（

ersite Catholique d

集計。 

 
e Catholique de Lo

 

災害履歴集計

年に発生した

ersite Catholique d

集計。 

発生数 死

1
1
1
1
1

13

死亡者数

11
/1
25
30
31
23
10
17

1900-2012） 

de Louvain – Bruss

ouvain – Brussels 

（1900 - 2012

10 大自然災

de Louvain – Bruss

亡者数 被災

0
0
0
0
0

97 8

数
被
（参

US1
45 1
18 デ
10
10
9
6 デ
4 デ
1

 

sels 

2） 

災害 

 
sels 

災者数 被害額
US$

0
0

2,000
175

3,000
81,950 1,13

害額
参考）
1000$
1,000,000

データなし
3,465

500
87,990

データなし

データなし
40,000

 

 

額（千
$）

0
0
0
0

1,290
35,455



 

 109

3.2.2 セントルシアにおける災害データの現状 

(1) 災害タイプの定義 

NEMO における災害タイプの定義は、現時点では、NEMO による大まかな分類となっている。

EM-DAT やジャマイカで用いられている DesInventar に比べ、災害分類数、被害状況の項目は限

定的である。 

災害分類は、EARTHQUAKE / FIRE / LANDSLIDE / MEDICAL/OIL SPILL / STORM AND 

FLOOD / OTHER となっている。（Medical については、インフルエンザ・デング熱等の流行を自

然災害として記録している） 

(2) 災害データベース 

セントルシアでは、NEMO の Director の個人的努力により、Disaster Catalog を常時アップデー

トしている。対象データは 1700 年代からである。災害発生中には、Director が災害状況を取りま

とめ、定期的にレポートを提出する。提出先は、CDEMA および OPM である。この他、ドナー

関係者、人道支援団体等へもレポートを配信している。 

災害時の Damage Assessment Report は 3 段階に分けて作成される。第 1 段階（48 時間以内）、

第 2 段階（1 週間以内）、第 3 段階（数か月以内）となる。第 3 段階の Damage Assessment Report

は MFEAPSS による経済損失を主体とした災害レポート作成に利用される。 

MFEAPSS による経済損失を主体とした災害レポート作成は、ドナー機関の支援に頼るところ

が大きい。また、観光業はセントルシアの主幹産業であるが、災害アセスメントにおける観光業

の災害による経済損失の推定が十分ではないと考えられる。 

(3) セントルシアにおける過去の重大災害 

セントルシアにおける過去の重大災害の被害の概要を下表に整理する。ここでは、a) 2000 年

以降の災害で、NEMO の災害リスト上で被害額の記載されている災害、もしくは、b) インタ

ビュー時に重大災害として言及があった災害、を重大災害として抽出した。 

表 3.2.4 近年発生した国家的自然災害 
Date Hurricane 

Name 
Damage 
millionUS$※ 

Economic Loss 
millionUS$※ 

Deaths Source 

22 Sep. 2002 Lili 7.5 N/A 0 NEMO Report 

7 Jul. 2003 (Tropical Wave) 1.1 N/A 0 NEMO Report 

9 Sep. 2004 Ivan 2.6 N/A 0 NEMO Report 

30 Oct. 2010 Thomas 225.1 111.0 7 MFEAPSS 
Report 

24 Dec. 2013 (Christmas Heavy 
Rain) 

75.9 13.5 6 WB（暫定値） 

※当時の被害額をそのまま用いている。EC$2.7=1US$で換算。 
 

この表に示された災害の中で、特に顕著な 2 つの災害被害について、摘要を以下に示す。 

ハリケーントーマス (2010) 

カテゴリー2。近年 大の被害額であり、全分野で大きな被害が出ているが、特にインフラへ

の被害が大きく、145.0millionUS$であった。降雨量は 大で 668mm（24 時間）、 大風速は

160km/h(44m/s)であった。 

ハリケーントーマスによる傷跡は深く、一部で道路・橋梁が破損したまま放置されている状態
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である。 

2013 年 クリスマス豪雨 (2013) 

被害総額 75.9millionUS$のうち、インフラへの被害が 70.6millionUS$となっており、直接被害

額のほとんどを占めている。降雨量は 大で 224mm（3 時間）であり、Bexon、Marc、Anse la Raye、

Vieux Fort 等各地で洪水が発生した。橋梁上部工の流出等の大きな被害があり、復旧が急がれて

いる状況である。 

(4) 課 題 

災害データベースに関する課題として、以下の点が挙げられる。 

1) セントルシアの産業構造を考慮した災害アセスメントにおける経済損失評価の精緻化 

セントルシアでは観光業が主管産業となるなど特異な産業構造を有している。そうした産

業構造を考慮した災害アセスメントの精緻化により、より効果的な災害対策立案が可能とな

る。 
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NEMO の District Committee はすべてボランティアで構成されている。District Committee ごと

にリーダーを置き、District Committee ごとに 10 人程度がコアメンバーとして登録されている。 

Districtによっては、DistrictのChair personがDistrict Committeeのリーダーを務める場合もある。

いずれもボランティアとしての対応となっている。 

(2) 防災行政上における主要政府機関の役割 

セントルシアにおける防災の基本的枠組みは、一般的な災害マネジメントのサイクル「予防軽

減→事前準備→応急対応→復旧・復興」に沿ったものである。Web サイトからの情報と現地調査

時の関連機関へのインタビューに基づき、これらのサイクルごとの主要な政府機関の分掌に関し

て整理し、表 3.3.2 に示す。 

表 3.3.2 防災行政上における関連する主要政府機関の役割 
防災マネジメン

トサイクル 
関連する政府機関 

共通 
総合調整 
NEMO（国家緊急管理機構） 

災害予防軽減 災害リスクの認識（リスクマップ等） 
MPDHU-PPS（開発・住宅・都市再生省 空間計画部） 
非構造物対策 
MPDHU-PPS（開発・住宅・都市再生省 空間計画部）（空間計画/土地利用規制） 
MPDHU（開発・住宅・都市再生省）（耐震・耐水構造物等） 
MSDEST-FD（持続的開発・エネルギー・科学技術省 森林局）（流域保全） 
MAFPFRD（農業・食糧生産・漁業・農村開発省）（農業被害軽減） 
構造物対策 

MIPST（社会基盤運輸省）（道路、治水インフラ） 

災害事前準備 予警報システム 
MIPST -SLMS（社会基盤・郵便・運輸省 気象サービス部）（気象関連災害） 
MSDEST-WRMA（持続的開発・エネルギー・科学技術省 水資源管理庁）（洪水、渇水）

避難施設・緊急備蓄 
NEMO（国家緊急管理機構）、MEHDL（教育・人材開発・労働省） 

啓蒙 
NEMO（国家緊急管理機構）、MEHDL（教育・人材開発・労働省） 

災害緊急対応 総合調整 
NEMO（国家緊急管理機構） 

災害時の緊急オペレーション 
SLFS（セントルシア消防）ほか 

災害時の救急医療 
保健・健康・福祉・ジェンダー省（MHWHGR） 

災害救済 
保健・健康・福祉・ジェンダー省（MHWHGR）、(Red Cross) 

災害復旧・復興 総合調整 
NEMO（国家緊急管理機構） 

災害アセスメント 
MFEAPSS（財務・経済・計画・社会保障省） 

個別の復旧・復興 
MIPST（社会基盤運輸省）、MSDEST（持続的開発・エネルギー・科学技術省） 
各インフラ構造物管理責任諸官庁 

出典：調査団によって関連資料より整理・作成 
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 メディア、通信、事業継続計画、大規模イベントコーディネータといった人材を NEMO

に配置する必要がある。 

 ハザードマップリスク情報の分析に関する専門知識が必要である。 

 リスクマップ、ハザードマップのアップデートのための資金・人的リソースが必要で

ある。 

表 3.3.3 に、NEMO の過去 4 年間の予算を示す。 

表 3.3.3 過去 4 年間の NEMO の予算 
No 項目 2010-2011 2011-2012 2012-2013 2013-2014 

101 給与 248,754  328,428  328,429  337,187  

102 賃金 34,401  26,503  41,318  44,772  

105 日当宿泊費 40,236  40,248  40,248  28,440  

108 訓練費 3,000  4,000  4,000  4,000  

109 事務用品費 17,575  18,000  18,000  18,000  

110 消耗品費 2,850  3,672  3,672  3,672  

113 水道電気料金 45,000  39,751  98,440  94,980  

114 機器等 450  450  150  150  

115 通信費 29,760  33,345  35,631  30,892  

116 維持管理費 40,000  40,000  45,000  45,000  

117 レンタル費 0  1,000  0  0  

118 重機レンタル料 500  1,122  1,872  1,872  

132 コンサルタント費 1,000  1,000  1,000  1,000  

137 保険料 24,000  24,000  53,500  53,500  

214 機材購入費 23,114  61,522  0  13,385  

 合計 510,640  623,041  671,260  676,850  

単位：EC$  
出典：MFEAPSS 
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 水資源計画の策定と水配分 

 水資源に係る技術的アドバイス 

 水に関わる緊急事態に関するアドバイス 

 水資源管理に係るデータベースの確立と情報の管理 

水資源管理庁の組織図は図 3.3.3 に示すとおりである。 

 
出典：WRMA 

図 3.3.3 WRMA の組織構造 

表 3.3.5 に水資源管理庁の過去 4 年間の予算を示す。 

表 3.3.5 過去 4 年間の水資源管理庁の予算 
No 項目 2010-2011 2011-2012 2012-2013 2013-2014 

101 給与 442,032  433,845  511,541  497,686  

105 日当宿泊費 56,520  56,520  56,520  56,045  

109 事務用品費 3,480  3,480  3,480  3,550  

110 消耗品費 855  900  855  885  

115 通信費 10,094  10,094  6,045  8,940  

116 維持管理費 20,000  20,000  20,000  20,000  

137 保険料 0  0  7,300  6,290  

201 
水管理、災害リスク軽減の

ための水文観測、警報シス

テム 

0  0  1,561,150  1,553,902  

 
合計 532,981  524,839  2,166,891  2,147,298  

単位：EC$  
出典：MFEAPSS 
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3.3.3 兵庫行動枠組みの実施状況 

2005 年 1 月の国連防災会議において、「兵庫行動枠組 2005-2015（以下行動枠組）」が採択された。

これにより、開発途上国を含む各国は、それぞれの持続可能な開発と自国内の人々の生命と財産を守

るための責任を有し、コミュニティ防災対応能力を高める、といった一般的配慮事項とともに、設定

された 5 つの優先分野行動を基準として防災能力の向上に資する活動を行っている。 

2011 年におけるセントルシアのカントリーレポートによれば、優先行動の達成状況が表 3.3.7 に示

すとおりである。 

表 3.3.7 セントルシアにおける優先行動の達成状況 

優先行動 主要指標 
達成

度* 

1 

防災を国、地方

の優先課題に位

置づけ、実行の

ための強力な制

度基盤を確保す

る。 

1 
すべてのレベルにおける分散型の責務と能力を伴った災害リスク軽減のための国

家政策と制度枠組みが存在する。 
4 

2 
すべての管理レベルにおける災害リスク軽減計画と活動の実施のための熱心かつ

適切な資源が得られる。 
3 

3 
地方レベルへの権限と資源の移譲によりコミュニティ参加と地方分任が確保され

る。 
4 

4 災害リスク軽減のための国家的マルチセクタープラットフォームが機能している。 2 

2 

災害リスクを特

定、評価、観測

し、早期警報を

向上する。 

1 
ハザードのデータ及び脆弱性に関わる情報を基に国家、地方レベルのリスク評価が

可能であり、主要セクターのリスク評価を含んでいる。 
2 

2 
主要ハザードと脆弱性に関するデータをモニター、保管、配布するシステムが存在

する。 
3  

3 すべての主要災害に対するコミュニティに行き届く早期警報システムが存在する。 3 

4 
リスク軽減に向けた地域連携の観点から、国および地域のリスク評価に、地域およ

び越境リスクが考慮されている。 
4 

3 

全てのレベルで

防災文化を構築

するため、知識、

技術、教育を活

用する。 

1 
防災関連情報が、すべてのレベルのすべてのステークホルダーにとって入手可能で

ある。 
3 

2 
学校教育課程、教材、関連トレーニングに、災害リスク軽減と復旧の概念と実践が

含まれる。 
3 

3 多重リスク評価と費用便益解析のためのツール及び研究手法と開発、強化される。 3 

4 
災害耐性の文化を都市および村落に行き渡るよう促進するための全国的な啓蒙戦

略が存在する。 
3 

4 
潜在的なリスク

要因を軽減す

る。 

1 
災害リスク軽減が気候変動適応と土地利用管理を含む環境関連政策・計画の統合的

目的となっている。 
3 

2 
リスクの高い住民の脆弱性を軽減するための社会開発政策・計画が実施されてい

る。 
2 

3 経済活動の脆弱性を軽減するための産業セクター戦略・計画が実施されている。 1 
4 建築基準の遵守を含む居住計画と管理が災害リスク軽減要素を組み込んでいる。 3 
5 災害復旧・復興に災害リスク軽減対策が統合されている。 2 

6 
主要開発プロジェクト（特にインフラ）への災害リスク影響を評価する手続きが存

在する。 
3 

5 

効果的な応急対

応のための事前

準備を強化す

る。 

1 
災害リスク軽減の視野から災害リスク管理のための強力な政策、技術的・制度的能

力と仕組みが存在する。 
3 

2 
災害準備計画、危機管理計画がすべての管理レベルで存在し、災害対応プログラム

の開発、テストのために定期的ドリル、リハーサルが行われている。 
3 

3 
必要に応じて効果的な対応、復旧を支援するための積立金と危機管理の仕組みが存

在する。 
3 

4 
災害が生じている期間の関連情報の交換手続きが存在し、災害後のレヴューが実施

される。 
3 

*1: 達成度は5を達成されたものとし、数字が低くなると達成度合いが低くなる。 
出典：National Progress Report 2009-2011, Saint Lucia. 
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3.3.4 防災行政に関わる課題 

防災行政に関する課題としては、以下の項目が考えられる。 

1） NEMO 事務局の人員強化 

ボランティアの活動を効率化させるためにも、 低限の鍵となるポジションは政府による

雇用が必要でありNEMOの提案するNEMO事務局の職員増強は早急に実現する必要がある。 
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いて、海岸工学に関する知見が不足しており、科学的根拠に基づく海岸管理ができていない。 

(3) 気象観測及び気象関連災に関する課題 

気象観測及び気象関連災に関する課題としては、以下の項目が考えられる。 

1） SLMS と WRMA の連携強化と気象水文関連データの統合化気象観測の精緻化 

セントルシアにおける限りあるリソースを有効活用するために、SLMS と WRMA の連携

強化と気象水文データの統合化によるその効率的利活用が望まれる。 

2） 提供気象情報の精緻化 

より時空間精度の高い気象情報を提供できれば、気象状況を要因とする各種災害の予測が

しやすくなることから、提供気象情報の精緻化が望まれる。 

3） 高潮災害リスクマップの継続的更新 

新の災害状況などを踏まえたリスクマップの更新を行う必要がある。 

4） 海岸工学の知見に基づく、海岸地域のインフラ整備、海岸管理ガイドラインの準備 

科学的根拠に基づいて海岸地域のインフラ整備、海岸管理を実施する必要がある。 
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3.4.3 土砂災害 

(1) 土砂災害の状況 

土砂災害は対象地域の地形・地質および気候・気象に大きく影響される。 

セントルシア島はカリブ諸島の小アンティルアンティ列島に含まれる小規模の島である。セン

トルシア島の地質は、その殆どが新生代第三紀初期以降の火山起源の岩盤で安山岩、流紋岩と玄

武岩から構成され火山活動が継続しており、直径 6 キロの Qualibou カルデラとして知られるサル

ファースプリングスは、大規模な火山円錐の崩壊後に形成されたと考えられている。セントルシ

ア島は海洋性熱帯気候であり雨期は 6 月から 11 月までで、降雨量は熱波、低気圧、暴風雨、ハ

リケーンなどの熱帯特有の気象現象の頻度と強度によって主に決定される。地形による降雨の影

響はかなり明白であり、比較的平坦な沿岸地域では約 1,265 mm、島の高標高では約 3,420 mm で

ある。 

  
出典：Landslide Response Plan by NEMO           出典：Central Statistical Office – ECLAC estimate of GoSL 

図 3.4.8 地すべり箇所の分布（左図）およびハリケーン「トーマス」による被害（右図） 

 

セントルシアは自然災害に対して脆弱な国が多いカリブ地域にあり、火山起源の脆弱な地層が

分布する島でもあって土砂災害も多い。Development of Landslide Hazard Maps for St.Lucia and 

Grenada (The Caribbean Development Bank and CDERA 2006 年 2 月) によると 2004 年～ 2005 年に

かけて土砂災害について調査が実施されている。その結果に基づき NEMO によって Landslide 

Response Plan (2006 8 月）が出された。Landslide Response Plan によると島中央部の山地（ 高標

高 950 m）の周辺斜面に多くの土砂災害箇所が認められる。現地調査で判明した主な事項は以下

の通りである。 

 土砂災害は地質分布、斜面の傾斜、標高や降雨量などを主な要因として発生しており、
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被災個所と被災状況の情報（位置情報と写真の整理だけでも）を整理してデータベース化

する。土砂災害のデータを蓄積してデータベース化することにより、土砂災害のリスク管理

を確実なものとする。 

4） 人材の能力開発 

土砂災害に精通した人材が少なく、土砂災害への対応が十分に実施されていない。土砂災
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出典：Tsunami Contingency Plan （Draft） 
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(3) 火山災害 

セントルシア南部の火山に関しては、近年大きな噴火はなく、休火山と考えられており、特に

警戒はされていない。噴煙の噴出孔は Sulfur-Spring として観光地化している。 

火山観測は UWI トリニダード・トバゴ校 Seismic Research Unit が行っている。各種観測機材を

設置し、モニタリングを行うと共に、年 2 回の現地調査を実施されている。また、Sulfur Spring 

Interpretation Center で常時 Sulfur Spring の観察を行っている。 

噴火の予兆は、Sulfur Spring の状況から観測可能であると考えられている。噴火の予兆が確認

された場合は、UWI をはじめとする国際研究組織が発信する警報を NEMO が受け取り、NEMO

より NEMAC と District Committee さらにはメディアに対して情報を発信する。 

以下に、火山ハザードマップを示す。噴火はないと考えられているが、万が一、噴火が起こっ

た際には、壊滅的な被害が予想される。 

 
出典：Volcanic Hazard Assessment for St Lucia by SRU, UWI 

図 3.4.21 火山のハザードマップ 
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(4) 地震・津波災害に関する課題 

地震・津波に関する課題としては、以下の項目が考えられる。 

1） 国外機関との連携強化による地震、津波、火山対応体制の確保 

現時点で、セントルシア国内の機関だけで、地震・津波・火山に対応することは不可能で

ある。地震、火山観測に関する UWI トリニダード・トバゴ校と NEMO の連携強化により、

地震、津波、火山対応体制を確かなものとする必要がある。 

2） 津波情報発信にかかるプロトコルのレヴュー、合意及び関係者への周知 

現時点では、津波情報の発信に係る役割分担が不明確であり、緊急時の混乱が予想される。

プロトコルのレヴュー、合意、関係者への周知が必要である。 

3） 耐震基準の早期完成 

建築物の耐震性の強化を含む基準の早期完成と、基準に強制力を持たせる仕組みが必要で

ある。また、完成後は、担当技術者への教育も必要となる。 
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CDEMA は NEMO を窓口としている。 

UNISDR との連携 

NEMO は UNISDR に定期的に指導を受けており、DRM は UNISDR の方針に沿って進めてい

る。NEMO は 5 月の国際会議には参加を予定している。 

世銀の支援 

世銀は DRM の新規案件として Disaster Vulnerability Reduction Project 準備中で、2014 年度内に

開始し、実施期間は 3~5 年間の予定である。本事業は、同じく世銀の支援により気候変動対策事

業として実施される予定の PPCR 事業との合同事業として実施される予定である（詳細は 3.5.3

節参照）。 

2010 年 10 月 30 日の Hurricane Tomas の災害復興について、CDB と共に支援している。2013

年 12 月 24 日の豪雨災害については、災害調査を実施し、現在、下記の緊急案件候補について検

討している。 

 Hewanorra 国際空港の洪水対策、河川改修事業 

 幹線道路被災箇所（幹線道路）の復旧 

 被災学校への強化・機材支援 

 気象観測網の見直し 

 その他 

CDB の支援、 

教育、住宅、貧困削減、ハリケーントーマスの災害復旧分野で支援を行っている。IDB、CIDA、

DFID は CDB を通して支援している。 

CDEMA の支援 

CIDA と DFID は、CDEMA を通して、防災プロジェクト（Comprehensive Disaster Harmonized 

Implementation Program)を行っている。他に CADM2（the Caribbean Disaster Management Project 

Phase 2)で導入した機材のメンテナンス支援を行っている。 

CDEMA については、Appendix7 に概要を記述する。 

AusAID の支援 

FD の森林回復、水源保全について Forest Retaliation Project (June 2011~March 2015)を実施してい

る。その中で、WRMA の洪水予警報システムについて 2013 年 10 月から 1 か年の予定で支援を

行っている。 

ベネズエラ政府の支援 

2013 年 12 月の Damage Assessment Report 緊急プロジェクトの中の、Anse La Ray River（Grande 

Riviere de L’Anse La Raye）の洪水対策事業（河岸、河口の浚渫）について支援する予定である。

なお、当該河川の被災した Thomazo Bridge については CDB が橋梁改修の支援を予定している。 
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3.5.3 今後実施が想定される特筆すべきドナーの支援事業 

今後実施が想定されるドナー支援による防災関連事業のうち、以下のものが特筆される。 

1)  PPCR-DVRP 事業（世銀） 

PPCR のフェーズ 1 は 2009 年 11 月に開始され 2011 年完了した。その中で、SPCR( Strategic Plan for 

Climate Resilience) を策定し、事業実施計画を策定している。 

PPCR のフェーズ 2 は、PPCR のフェーズ 1 で策定した事業実施計画を実施に移すフェーズである。

2011 年のフェーズ 1 完了後、事業実施のための調整が継続しており、PPCR は DVRP (Disaster 

Vulnerability Risk Reduction)と統合して、PPCR-DVRP 事業として実施されることとなった。同事業は、

2014 年開始の 6 年間程度の事業である。 

PPCR-DVRP事業の資金ソースは、PPCRポーション17mil US$をCIF(Climate Investment Fund), DVRP

ポーション 23 mil. US$を世銀（IDA, IBRD）となっている。PPCR-DVRP 事業は、MFEAND の PCU

と MSDEST の Sustainable Dev. & Env. Div.が協働でプロジェクト管理を行い、各コンポ―ネントの事業

実施官庁により、実際の事業が実施される。 

気象水文観測分野では、総額約 1.6milUS$により以下の事業提案がなされている。 

a) 15 雨量計(WRMA) 

b) 27 水位計(WRMA) 

c) 9 自動気象観測所(SLMS, WRMA) 

d) 3 潮位計(SLMS) 

e) 水質計測キット、ソフトウェア、啓蒙活動等 (SLMS, WRMA) 

PPCR-DVRP 事業は、基本的には、SPCR の Vol.2 に掲載された事業実施計画に従って実施されるが、

投資が当初想定よりも十分でないと思われるコンポーネントがある。MSDEST の Sustainable Dev. & 

Env. Div.によれば、そのコンポーネントに関しては JICA 等他ドナーからの支援があるとありがたいと

のこと。特に以下の分野が着目される。 

a) 法制度面の改善 

b) 海岸管理（気候変動を考慮したセットバックの方法論のレヴュー） 

c) 建築基準関連 

d) 気候変動に関連した保険関連 

e) 雨水利用、再生可能エネルギーの導入 

f) 海岸工学の知見に基づく、海岸地域のインフラ整備ガイドライン 

g) CAT ファンドに関する F/S 
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1-b-6) セントルシアの産業構造を考慮した災害アセスメントにおける経済損失評価の精緻化

(MFEAPSS、MTHCI ほか) 

セントルシアでは観光業が主管産業となるなど特異な産業構造を有している。そうした産

業構造を考慮した災害アセスメントの精緻化する。これにより効果的な災害対策立案が

可能となる。 

(2) 気象観測、気象関連災害分野 

a)  中長期展望 

2-a-1) 精緻な気象情報の提供 (SLMS) 

自動気象観測所のデータ等を統合して、時空間分解能の高い気象情報を提供する。 

2-a-2) 高潮災害リスクマップ更新(MPDHU) 

高潮災害に関して 新の災害状況などを踏まえたリスクマップの更新を行う。 

b)  推奨される短期的アクション 

2-b-1) SLMS と WRMA の連携強化と気象水文関連データの統合化 (SLMS, WRMA) 

セントルシアにおける限りあるリソースを有効活用するために、SLMS と WRMA の連携

強化と気象水文データの統合化により、その効率的利活用を図る。 

2-b-2) PPCR-DVRP 提案事業の確実な実施 (SLMS, WRMA) 

気象観測分野について PPCR-DVRP 事業で提案された事業を確実に実施する。 

2-b-3) 気象データ管理、分析能力の向上 (SLMS) 

SLMS 職員の気象データのデータベース、分析に係る能力の向上を図る。 

2-b-4) 海岸工学の知見に基づく、海岸地域のインフラ整備、海岸管理ガイドラインの準備 

(MSDEST, MIPST) 

科学的根拠に基づいて海岸地域のインフラ整備、海岸管理を実施すために、セントルシア

で不足している海岸工学の知見を導入して、海岸地域のインフラ整備、海岸管理ガイドライ

ンを準備する。 

(3) 洪水災害分野 

c)  中長期展望 

3-a-1) 洪水、渇水を考慮した水資源計画、流域管理計画の策定(WRMA, WASCO, FD, MIPST) 

2008年にアメンドされたWater And Sewerage ActによればWRMAはWater Master Plan 及び

Watershed Management Plan を策定する職務権限があるものの、これらの計画は未完成であり、

早急な計画の策定が必要とされている。計画策定にあたっては、長期的な土砂流出抑制のた

めの流域管理の視点、洪水管理の視点を取り込んだ包括的な計画とすべきである。 

3-a-2) 洪水災害リスクマップ、ハザードマップの拡充 (WRMA, MPDHU) 

全国の洪水常襲地帯に対する洪水リスクマップを準備する。そのためには、洪水に関する

水文データの充足と WRMA 職員の水文、洪水解析能力の向上が必要である。 

3-a-3) 洪水常襲地帯に存在する学校の移転もしくは耐水化 (MEHDL, MIPST) 

洪水常襲地帯に対する学校を移転もしくは耐水化することで被害を軽減する。 

d)  推奨される短期的アクション 

3-b-1 ) 洪水によるダメージを 小限とする河川水位観測機材の整備 (WRMA) 

セントルシアでは、これまでに設置された水位計が洪水時にことごとく破壊されるなど安
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定した水文観測が実施できていない。非接触型の水位計など洪水時の破壊を 小限とするよ

うな水位計の設置による水文観測網の整備を行う。PPCR-DVRP 事業で提案されている水文観

測機器の導入にあたり、この点を考慮すべきである。 

3-b-2) 洪水予警報にかかる CADM2 システムの拡充(WRMA, SLMS, NEMO) 

現在セントルシアにおいて 1 ヶ所しか存在しない洪水予警報システムについて、全国の洪

水危険流域への拡張、普及を図る。この中で、WRMA 職員の水文、洪水解析能力の向上を図

る。 

CADM2 システムをベースとすることが考えられるが、必要に応じてサイレンを併用するな

どの工夫が必要となる。 

3-b-3) 水文、洪水解析に関する能力向上 (WRMA) 

WRMA 職員の水文、洪水解析に係る能力の向上を図る。 

3-b-4) 水供給施設のインベントリの準備と洪水被害データの蓄積 (WASCO) 

水供給施設をデータベース化したうえで、洪水被害データを蓄積していく。これにより、

被害発生時の早急な対策立案が可能となる。 

3-b-5) PPCR-DVRP 提案事業の確実な実施(WASCO) 

上水セクター提案の取水施設、浄水施設の復旧・強化、及び下水管理戦略計画作成の確実

な実施。 

3-b-6) 流域保全に係る能力向上(MAFPFCRD, FD) 

長期的視点から森林および農地における流域保全を促進するために、同分野の技術者の能

力向上を図る。 

3-b-7) 2013 年 12 月災害で被災した学校の緊急耐水化(MEHDL,MIPST) 

2013 年 12 月災害で被災した学校のうち移転が困難と考えられる学校について、緊急的に耐

水化を施す。 

(4) 土砂災害分野 

a)  中長期展望 

4-a-1) 土砂災害リスクマップ継続的更新（MPDHU, MIPST） 

土砂災害に係る基礎データを蓄積し、さらに土砂災害に係る調査の能力を向上させたうえ

で、土砂災害 新の災害状況などを踏まえたリスクマップ、ハザードマップの更新を行う。 

b) 推奨される短期的アクション 

4-b-1) 土砂災害調査、対策に係る専門家の招聘（MIPST） 

土砂災害についてはドナーもしくはドナーの雇用した技術者が行っており、国内には土砂

災害に対応できる人材が極めて少ない。こうした状況を改善するために、土砂災害調査、対

策にかかり専門家を招へいし、セミナー、講義、実習等を通して、同分野の改善の発端とす

る。 

(5) 道路防災分野 

a)  中長期展望 

5-a-1) 道路災害を考慮した道路設計、施工による災害に強い道路網の構築(MIPST) 

セントルシアにおける道路災害の状況を考慮した道路設計、施工を確立し、災害に強い道

路網を構築する。 
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b)  推奨される短期的アクション 

5-b-1) PPCR-DVRP 提案事業の確実な実施(MIPST) 

道路防災分野について PPCR-DVRP 事業で提案された事業を確実に実施する。 

5-b-2) 2013 年 12 月災害で被災した幹線道路沿いの橋梁に対して、河道疎通能力を十分に確保し

つつ修復する (MIPST) 

2013 年 12 月災害で被災した幹線道路沿いの橋梁に対して、幹線道路の道路災害軽減のため

に河道横断箇所に河積を十分に確保できる橋梁の設置を行う。 

5-b-3) 道路、橋梁設計に関する能力向上(MIPST) 

MIPST 職員の道路、橋梁設計に関する能力向上を図る。 

(6) 地震・津波災害分野 

c)  中長期展望 

6-a-1) 国外機関との連携強化による災害対応体制の確保 (NEMO, SLMS) 

地震、火山観測に関する UWI トリニダード・トバゴ校と NEMO の連携強化により災害対

応体制を確かなものとする。 

d)  推奨される短期的アクション 

6-b-1) 耐震基準の早期完成 (MPDHU) 

耐震基準の早期完成を図る。完成後は、担当技術者への教育訓練を実施する。 
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3.6.2 支援対象として考えられる緊急事業等の提言 

上述した防災セクター改善の方向性をもとに、セントルシア関係者ともに支援対象として考えられ

る緊急事業の事業内容を検討した結果、以下に示す A. 考えられる緊急事業の実施、ならびに、B. 考

えられる個別専門家派遣の実施を提言する。 

 

A. 考えられる緊急事業「セントルシア災害リスク管理改善計画（仮称）」 

コンポーネント１：2013 年 12 月災害被災施設の緊急復旧（土木、建築） 

1-1: 2013 年 12 月災害被災橋梁の修復 (MIPST) 

- 2013 年 12 月災害で被災した幹線道路沿いの橋梁に対して、幹線道路の道路災害軽減のため

に河道横断箇所に河積を十分に確保できる橋梁の設置を行う。橋梁管理者はMIPSTとなる。

3 か所の候補橋梁のうち 2 か所については、想定される利用者は、空港からカストリーズま

での幹線道路の橋梁となるため、セントルシア国民（約 17 万人）の大部分だけでなく、海

外からの空港利用者も利用することとなる。残りの 1 か所については、利用者は南西海岸

在住者と訪問者に限られる。 

- 世銀、CDB等他ドナーの支援がないものの中から優先度の高い1もしくは2地点選定する。 

1-2: 2013 年 12 月災害被災学校の耐水化(MIPST, MEHDL) 

- 2013 年 12 月災害で被災した学校のうち移転が困難と考えられる学校について、緊急的に耐

水化を施す。 

- 1 校（Bexon Primary School）のみが候補となっている。 

コンポーネント 2：学校のスマートシェルター化パイロット事業（建築、機材） 

2-1:学校のシェルターとして設備強化 (MIPST, MEHDL) 

- 雨水利用施設（飲料用のフィルターを含む）、自然エネルギー利用施設（太陽光、風力）、

非常用電源（ジェネレータ）、緊急用資材保管庫、トイレ、シャワー、耐暴風雨屋根及び窓

の設置等を行う。 

- 全国 8 学区の各学区に 1 校程度を選定して実施する。 

コンポーネント 3：スマートシェルターを核としたコミュニティ防災の強化（専門家派遣） 

3-1: コミュニティ防災専門家 1 名(NEMO, MEHDL, MSTGLCE, Red Cross) 

- コミュニティ防災計画のレヴューもしくは準備 

- トレーニングの実施 

- 2-1 で導入するスマートシェルター学校実施地点 8 か所での活動を想定する。 

 

B.  考えられる個別専門家派遣 

 

1. 救助活動専門家（Fire Service） 

- Fire Service における災害発生時の救助活動に関わる能力向上を図る。特に、水難救助に係

る技術移転が求められている。 

-  

2. 災害アセスメント専門家（MFEAPSS, MTHCI 他） 

- 災害アセスメントにおける経済ロスの評価実施体制を確立する。特にセントルシアの基幹
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産業である観光セクターにおける経済ロスの評価体制の確立が望まれている。 

 

3. 気象専門家（SLMS） 

- SLMS 職員に対して、気象データのデータベース、分析に係る技術移転を行う。 

 

4. 海岸工学専門家（MSDEST, MIPST） 

- 海岸工学の知見を基に、海岸管理に関するガイドラインを準備する。 

 

5. 水文専門家（WRMA） 

- WRMA 職員に対して、水文、洪水解析に係る技術移転を行う。 

 

6. 水道施設専門家（WASCO） 

- WASCO 職員に対して、水道施設およびその被災状況のデータベース化に係る技術移転を行

う。 

 

7. 水土保全専門家（MAFPFCRD, FD） 

- 農業省及び森林局の職員に対して、森林域、農地における水土保全に係る技術移転を行う。 

 

8 土砂災害専門家（MIPST） 

- MIPST 職員に対して、土砂災害アセスメントに係る技術移転を行う。 

 

9. 道路・橋梁設計専門家（MIPST） 

- MIPST 職員に対して、道路、橋梁設計に係る技術移転を行う。 
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3.6.3 考えられる緊急事業に関する補足説明 

緊急事業等の候補として優先度が高いと考えられる事業について、留意点等を以下に示す。 

 

コンポーネント１：2013 年 12 月災害被災施設の緊急復旧（土木、建築） 

・管轄省庁及びサイト状況について 

道路・橋梁等の復旧工事は全て MIPST の管轄である。MIPST は 2013 年 12 月のクリスマス豪雨が

発生後、Damage Assessment を実施し、復旧対象施設として 10 箇所の橋梁（もしくはカルバート）を

選定している。このうち 2 橋梁については、世銀と CDB が支援を行うことになっており、残りの 8

橋梁から優先度の高い 1～2 橋梁を緊急復旧の対象とすることを MIPST が提言している。各橋梁のサ

イト情報を以下に示す。 

① 候補橋梁 No.1（Canelles-Micoud 間の Culvert） 

候補橋梁 No.1 は東海岸幹線道路（国際空港―首都圏）上に位置している。道路区分は、セントルシ

アで 重要道路となる「Highway」である。この道路は、ビューフォート国際空港からカストリーズ

首都圏を結ぶ幹線道路であり、多くのセントルシア国民や海外からの渡航者が利用する道路である。

（今回は、正確な交通量データは入手できなかった。） 

この地点には排水を目的としたメタル・カルバートが設置されているが、クリスマス豪雨の際にカ

ルバートが流出し、道路が 10 m 程度えぐられた。現在は、迂回路が設置されている。 

MIPST による概算事業費は 2.7 million EC$（約 1 億円）であるが、現況復旧（小規模なカルバート

設置）を想定した概算費であるため、同程度の豪雨が発生した場合、再度、カルバートが流出する危

険がある。排水能力を向上するために橋梁を設置した場合、後述する橋梁 No.3（橋長 10m 程度）と

同規模になることが想定される。この場合の概算事業費は 2 億円以上である。橋梁の設計にあたって

は、水理解析に基づいた設計諸元（スパンや根入深さ等）を実施することが望ましい。 

 
図 3.6.1 候補橋梁 No.1 の現況 

② 候補橋梁 No.2（Volet Culvert） 

候補橋梁 No.2 も前述した橋梁 No.1 と同様に、東海岸幹線道路（国際空港―首都圏）上に位置して

おり、道路区分は、セントルシアで 重要道路の「Highway」である。 

この地点はφ3m 程度のカルバートが設置されている。常時のカルバート内の水深は 0.5m～1.0m で

ある。クリスマス豪雨においては、カルバート自体はダメージを受けておらず、現在は未舗装である。

現状でも徐行による車両の通行は可能であるが、舗装と排水能力の向上を目的とした道路橋梁の架替
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が MIPST により検討されている。概算事業費は 1.1millionEC$（約 0.4 億円）である。 

同地点においても、水理解析に基づいた設計諸元（スパンや橋脚等）を実施することが望ましい。

なお、水理学的な検討結果次第では工事規模が大きくなり、概算事業費が増加する可能性がある。こ

の橋梁の工事を実施する場合、迂回路が必要となる。 

  
図 3.6.2 候補橋梁 No.2 の現況 

③ 候補橋梁 No.3（Piaye Bridge） 

No.3 の橋梁は、南西海岸の Choiseul 南部の幹線道路上に位置している。クリスマス豪雨においては

橋長 10m 程度の既設橋梁（軍事用の仮設橋）が流出した。現在は、既設橋梁と同等の 1 車線の仮設橋

梁が設置されている。この道路も空港から首都圏を結ぶ道路であるが、前出の東海岸幹線道路より遠

回りとなるため、利用者はセントルシア南西部居住者と、その付近への訪問者に限られる。MIPST に

よる概算事業は 5.2millionEC$（約 2 億円）である。また、この橋梁の工事を実施する場合は、迂回路

が必要となる。 

 
図 3.6.3 候補橋梁 No.3 の現況 

次頁に上述した 3 橋梁の位置を示す。 

・現地の機材について 

災害直後の復旧については、MIPST 内の Disaster Recovery Center（DRC）から各地区のコントラク

ターに作業が依頼され、復旧作業を実施する（P153）。このため、工事機材及び作業員は国内で調達

可能と考えられる。現地機材業者に確認したところ、掘削機やダンプトラック、バックホー、ローラー、

ミキサー車といった機材は問題なく調達が可能とのことである。 
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出典：http://www.mappery.com 

図 3.6.4 候補橋梁の位置図 

  

主要幹線道路 

（Highway） 
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コンポーネント 2：学校のスマートシェルター化パイロット事業（建築、機材） 

・スマートシェルターの立地について 

スマートシェルター化の対象となる学校は、基本的に防災上安全な地域に立地する学校が選定され

る。洪水危険地域内に立地する学校を選定する場合は、近隣の安全な地域に学校を移転することが望

ましい。移転が難しい場合は、高床式構造の施設が必要となり、現在、高床式構造物の導入に向けた

取り組みがセントルシア政府内で行われている。 

既設建物の耐風性、耐震性については、今後詳細な調査が必要となる。補強の程度により事業費は

増大する可能性がある。 

・スマートシェルターの利用期間の想定について 

災害時のシェルターは、一時的（数日）な利用を想定している。しかし、過去の災害事例において、

仮設住宅等の準備が間に合わず、やむを得ずシェルターが住居として長期間使用され、学校運営に支

障が生じたケースがある。このため、長期の避難生活が想定される場合は、別途対策が必要となる。 
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1.  面談リスト 



 

 



日時 曜日 相手先 担当
＊１ 日時 曜日 相手先 担当

＊１

J 1 1月13日 月 JICA 田・北・琴・進 J 60 2月7日 金 ODPEM 田

J 2 大使館 田・北・琴・進 J 61 NWC 北

J 3 ODPEM 田・北・琴・進 J 62 UWI 琴・進

J 4 ODPEM 田・北・琴・進 J 63 大使館 田・北・琴・進

J 5 1月14日 火 ODPEM 田・北・琴・進 J 64 3月3日 月 JICA 北

J 6 1月15日 WRA 田・北・琴・進 J 65 ODPEM 北

J 7 MGD 田・北・琴・進 J 66 ODPEM 北

J 8 PIOJ 田・北・琴・進 J 67 3月4日 火 NWA 北

J 9 NSDMD 田・北・琴・進 J 68 ODPEM 北

J 10 1月17日 金 NWA 田・北・琴・進 J 69 ODPEM 北

J 11 1月20日 月 ODPEM 田・北 J 70 3月6日 木 NWA 北

J 12 WRA 田・北 J 71 ODPEM 北

J 13 UWI 琴・進 J 72 ODPEM 北

J 14 NWA 田・琴・進 J 73 JICA 北

J 15 MET Service 北 S 1 2月10日 月 JICA 田・北・琴・進

J 16 1月21日 火 NWA 田・北・琴・進 S 2 MFEAPSS 田・北・琴・進

J 17 ODPEM 田・北・琴・進 S 3 NEMO 田・北・琴・進

J 18 NEPA 田・琴・進 S 4 2月12日 水 NEMO 田・北・琴・進

J 19 ODPEM 北 S 5 NEMO 田・北・琴・進

J 20 ODPEM 田・北・琴・進 S 6 2月13日 木 NEMO 田・北・琴・進

J 21 1月23日 木 ODPEM 田・北・琴・進 S 7 MFEAPSS 田・北・琴

J 22 NWA 琴 S 8 WB 田・北・琴

J 23 1月24日 金 FD 田 S 9 NEMO 田・北・琴・進

J 24 MET Service 北・進 S 10 2月14日 金 SLASPA 北

J 25 WB 田 S 11 SLMS 北

J 26 WRA 田・北 S 12 WRMA 北

J 27 MLGCD 進 S 13 PPS 琴・進

J 28 NSDMD 田・北 S 14 2月16日 日 SLMS 田・北・琴・進

J 29 ODPEM 田・北 S 15 2月17日 月 MFEAPSS 田

J 30 1月27日 月 ODPEM 田・北・琴・進 S 16 WASCO 田

J 31 MET Service 北 S 17 LUCELEC 北

J 32 UWI 田・琴・進 S 18 Red Cross 北

J 33 NWA 田・進 S 19 MPDHUR 琴・進

J 34 1月28日 火 St.Mary Parish Council 田・北・琴 S 20 MEHDL 田・北

J 35 MLGCD 進 S 21 2月18日 火 MSDEST 田・北

J 36 1月29日 水 Clarendon Parish Council 田・北・琴 S 22 Fire Service 進

J 37 ODPEM 進 S 23 FD 田・琴

J 38 1月30日 木 St.Catherine Parish Council 田・北・琴・進 S 24 NEMO 田・琴・進

J 39 Portmore Municipality
Council 田・北・琴・進 S 25 WRMA 北

J 40 1月31日 金 ODPEM 田・北 S 26 2月19日 水 MIPST 田・琴・進

J 41 ODPEM 田・北 S 27 WASCO 田・琴・進

J 42 UNDP 田 S 28 MSTLGCE 北

J 43 PIOJ 北 S 29 MSTLGCE 田・北・琴

J 44 NWA 進 S 30 2月20日 木 SLMS 北

J 45 NWA 琴 S 31 MIPST 田・琴・進

J 46 UWI 琴・進 S 32 MTHCI 田・北

J 47 2月1日 土 ODPEM 田・北・琴・進 S 33 Bureau of Standards 進

J 48 2月3日 月 JICA 田・北・琴・進 S 34 2月21日 金 MEHDL 田・北

J 49 CIDA 田 S 35 SLASPA 田・北

J 50 ODPEM 北 S 36 2月24日 月 MFEAPSS 田・北・琴・進

J 51 2月4日 火 ODPEM 田・進 S 37 MIPST 琴・進

J 52 MOFP 北 S 38 SLMS 北

J 53 JICA 田・北・琴・進 S 39 2月26日 水 MAFPFCRD 田・北

J 54 ODPEM 北 S 40 2月27日 木 MEHDL 田・北

J 55 2月5日 水 KSAC 田・北・琴・進 S 41 2月28日 金 OPM 田・北・琴・進

J 56 NWA 田・琴 S 42 MFEAPSS 田

J 57 2月6日 木 ODPEM 田・北・進 S 43 NEMO 田・北・琴・進

J 58 ODPEM 田・北・琴・進 S 44 MIPST 田・進

J 59 ODPEM 田・北 注）*1：田→田中、北→北村、琴→琴尾、進→進藤

No. No.

面　談　記　録　リ　ス　ト





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

2. 収集資料リスト 



 

 



 

Collected Information List in Jamaica (1/4) 

No. Agency Collected Information Remarks 

J01 JICA 

1. ODPEM Equipment Requirement to support National Operations and 
Programes 

2. UNDP: Executive Summary, Seismic Risk Exploratory Mission, 
March25-2-8, 2013 

3. UNDP: Seismic Risk Dialogue Forum, December 20, 2013 
4. UNDP: Seismic Risk Dialogue Forum, January 8-9, 2014 

 

J02 ODPEM 

1. Presentation material-ODPEM: Jamaica’s Disaster Management & 
Potential Areas for Cooperation 

2. WMO: Guidlien for Implementation of Common Alerting Protocol 
(CAP)- Enabled Emergency Alerting 

3. ODPEM Disaster Assessment Report (Early time Sample) 
4. Disaster Catalogue 
5. Jamaica DesInventatar_17_august_2012 
6. ODPEM GIS Data List 
7. ODPEM Previous Organization Chart 
8. Introduction to Common Alterting Protocol (Video)ODPEM 
9. Budget for Last Five years &Demand List for Each Job Position 
10. Disaster Fund Report 
11. ODPEM Radio system 
12. ODPEM Proposed network upgrade 
13. Copy of LIME hurricane status report 
14. Cooper Hill Single sire Multi –Channel Trunked System Diagram 
15. IDAS brochure 
16. ODPEM COMMCOM 2014a-1.ppt 
17. MODULE H1 REPORT on Telecommunications National Test 
18. Earthquake NaSimex 2012 Radio Communication Exercise 
19. Earthquake NaSimex 2012 BDRC Radio Team Rationale.docx 
20. RECOMMENDATIONS AND ACTIONS COMING OUT OF THE 

NATIONAL EARTHQUAKE AND_ TSUNAMI SIMULATION 
EXERCISE 2012 with track changes 

21. Presentation – World Bank Workshop 
22. Strategic Plan for DRR in Jamaica 2013-2015 
23. NationalEmergencyOperationCenter_PART4 
24. DRAFT CEDRA Protocol Document USAID PROJECT 
25. BRDC_Summary (CIDA project) 
26. Location map for CIDA and IDB Project for Community Disaster 

Management 
27. Comminity-based Landslide Risk Reduction 
28. Jamaica Community based Landslide Peoject 
29. Terms of Reference for CDRM concept 
30. ODPEM straetegic plan 2013-2015 
31. ODPEM 3yr Operational Plan 
32. Project in Annotto Bay Community Development & Environmental 

Accusation 
33. Annotto Bay Proposed Priority Climate Change Actions for 

Improved Resilience 
34. Drainage Study for Annotto Bay 
35. Flood Warning System in Jamaica 
36. Vulnerability Ranking Methodolgy by ODPEM 
37. NWA Inception Report1 
38. NWA Inception Report2 
39. NWA Inception Report3 
40. NWA Inception Report4 

 



 

Collected Information List in Jamaica (2/4) 

No. Agency Collected Information Remarks 

J02 ODPEM 

41. Emergency Afiliated Radio Service Presentation 
42. Emergency Afiliated Radio Service Presentation No Picture 
43. Jamaica proposal ALERT FM 
44. ODPEM micrest budget V5 
45. ODPEM micrest budgetary PRICE V 3.00 
46. ODPEM proposed DECOM MICREST 2014 V2.20 
47. Role of Telecoms in Disaster Management 
48. Emergency Afiliated Radio Service –Ref1 
49. Emergency Afiliated Radio Service- Ref2 

 

J03 PIOJ 

1. Briefing PIOJ 
2. Briefing Vision2030 Jamaica 
3. Briefing EU-CC&DRR project 
4. ExectveSummary_ID Bproject 
5. Overview_EU_CC&DRR project 
6. IDB: INDICATORS OF DISASTER RISK AND DISASTER 

RISK MANAGEMENT, Jamaica, 2009 
7. IDB: CATASTROPHE RISK PROFILE, Jamaica, 2009 
8. IDB: ALTERNATIVES OF FINANCIAL INSTRUMENTS FOR 

RETENTION AND TRANSFER OF RISK, Jamaica, 2009 
9. WB: Final Report, Coastal Multi-Hazard Mapping and 

Vulnerability Assessments Towards Integrated Planning and 
Reduction of Vulnerability for Portland Cottage, Morant Bay and 
Manchioneal, Jamaica, 2010 

10. WB: Hazard Assessment Report, Coastal Multi-Hazard Mapping 
and Vulnerability Assessments Towards Integrated Planning and 
Reduction of Vulnerability for Portland Cottage, Mordant Bay 
and Manchioneal, Jamaica, 2010 

11. WB: Vulnerability Assessment Report, Coastal Multi-Hazard 
Mapping and Vulnerability Assessments Towards Integrated 
Planning and Reduction of Vulnerability for Portland Cottage, 
Morant Bay and Manchioneal, Jamaica, 2010 

12. State of Jamaican Climate, Summary, 2012 
13. State of Jamaican Climate, Full Document, 2012 
14. Jamaica Strategic Program for Climate Resilience (SPCR), 2111 
15. PIOJ: Review of Policy, Plans, Legislation and Regulations for 

Climate, 2012 
16. Communication for Climate Change Resilience, 2012-2017 
17. Report on Climate Change Knowledge, Attitude and Behavioral 

Practice Survey, 2012 
18. Appendices for the Report on Climate Change Knowledge, 

Attitude and Behavioral Practice Survey, 2012 
19. Risk and Vulnerability Assessment Methodology Development 

Project (RiVAMP), 2010 
20. PIOJ: Socio-economic and Environmental Disaster Impact 

Assessment Handbook for Jamaica,2012 
21. Impact Assessment Report (9reports). 
22. Project Appraisal Report for PPCR (Draft) 
23. PIOJ: Socio-economic and Environmental Disaster Impact 

Assessment Handbook for Jamaica,2012Presentaiton 

 

 

 

 



 

 Collected Information List in Jamaica (3/4) 

No. Agency Collected Information Remarks 

J04 NSDMD 

1. Briefing material on NSDMD 
2. Briefing material on LICJ 
3. Charting Geographic Information Systems (GIS) Development in 

Jamaica 
4. Geographic Information Systems in Schools Education Programe 

(GISSEP) 
5. Status of NSDI Implementation in Jamaica (PPT) 
6. Hazard and Risk Geospatial Data Requirements :   Study of Urban 

Areas in Jamaica (PPT) 
7. Jamaica’s National Emergency Response GIS Team (NERGIST)  

(PPT) 
8. Geospatial Web Map (video) 
9. NERGIST(video) 
10. Proposal Lider for Jamaica 
11. Lider Survey Priority Area(kmz File) 
12. List of Datasets available 

 

J05 WRA 

1. Presentation material- Water Resources Authority Jamaica 
2. Flood Water Control Legislation in Jamaica 
3. List of FEW 
4. List of Gauging stations 
5. KMZ files for gauging sts., rainfall sts, groundwater monitoring sts. 
6. WRA Picture of Hydrological Observing Station 
7. Water Resources Master Plan(1990) 
8. CurrentStatus_JamaicaFreshWater 
9. WRA Organization Chart 
10. Water Resources Act (Draft for Amending) 
11. Current Status of Flood Early Warning System 
12. RioCobre_AutomaticFloodWarningSystem_ResponseOrders 
13. RioCobre_ContactList_FloodAltert 
14. RioCobre_CommunityFloodwarningSystem 
15. Presentation Materials_Drainage Master Plan 
16. WRA Corporate Strategic Plan 2012-2016 
17. Flood Control Workshop 
18. Floodplain Management Regulations 
19. Typical Automatic Gauging Station 
20. Flood1979 
21. Presentations – flood 
22. Presentation- RioGrande Flood 
23. Training Material_FLOODS - 5-12 
24. Community Based Early Warning Systems in Jamaica, 2003 
25. COMMUNITY BASED DISASTER MANAGEMENT PROJECT 
26. The Challenges of Community Flood Warning Systems in Jamaica, 

2003 
27. PROPOSED EARLY WARNING SYSTEM FOR THE 

COMMUNITIES OF WINDSOR AND PROSPECT PORTLAND 
 

 

J06 UWI 

1. Study Presentation Data for JICA 
2. Micro Zoning Data 
3. Accelerograph Photo 
4. Jamaica Seismograph Network 2014 for JICA 
5. Jamaica Seismograph Network Operational Plan2013-2014a 
6. Portmore Project Final Report_Dec5081- Mines and Geology 2 
7. Basic Data 

 

 



 

Collected Information List in Jamaica (4/4) 

No. Agency Collected Information Remarks 

J07 NWA 

1. Public Safety Project (PPT) 
2. Jamaica Public Safety Network.kmz  
3. NWA Organization Chart 
4. Budget for Disaster and Each Parity（Dec.2009 – Jan. 2011 
5. GIS Data of Road and Disaster 
6. Design Manual for Civil(Abridgment) 
7. Comprehensive Drainage and Flood Control Scheme Final Report 
8. Disaster Management Application Simulation Manual (Abridgment) 
9. 2008-2011Corporate Plan 
10. Draft 2012-2013 Corporate Plan 
11. Organizational Reprezentation of the Directive, Regional 

Implementation & Special Services  
12. Presentation for WB 

 

J08 NEPA 
1. PPT presentation- Natural Disasters and Environment 
2. PPT presentation- The Building Act and Codes 

 

J09 FD 
1. Forest Department’s Disaster Mitigation Plan Handbook 
2. FD Organization Chart 
3. Budget（Last 3 years） 

 

J10 MOFP 
1. MOFP existing organization chart 
2. Terms of Reference Financial Committee for Disaster Fund 
3. Disater Management Budget 

 

J11 
MET 

Service 

1. Corporate Plan (Draft) 
2. Budget (2013-2014) 
3. Organization chart 
4. Location of rainfall stations 
5. Location of automatic weather stations 
6. Stations parameters 
7. Meteorological Observation Information 
8. Severe weather order-ver2011 
9. Map for Flood prone area (photo) 

 

J12 AnnottoBay 
1. AnnottoBay Climate ChangeRisk Reduction Project 
2. PropsedPriorityClimateChangeActions 
3. Drainage Study  

 

J13 
St.Mary 
Parish 

Council 

1. St.Mary Disaster Management Plan (2014) 
2. Reach Community Disaster Management Plan (Portland Parish) (from 

ODPEM) 
3. Report on Landslide in St.Mary (from MGD) 

 

J14 
Portmore 

Municipality 
Council 

1. Portmore Storm Surge Risk Map 
2. Portmore Flood Map 
3. Portmore Shelter List 
4. Portmore Evacuation Plan 

 

J15 WB 1. Workshop Material  

J16 UNDP 

1. UNDP Strategic Plan: 2014 – 17 
2. Draft Country Program Document for Jamaica (2012 – 2016) 
3. United Nations Development Assistance Framework (UNDAF) 

Jamaica (2012 – 2016) 
4. CPAP Results and Resources Framework 

 



 

Collected Information List in Saint Lucia(1/2) 

No. Agency Collected Information Remarks 

S01 JICA 
1. Newspaper about Heavy Rain in December2013 
2. Newspaper about Heavy Rain in December2013 
3. Report of Carribbean Disaster Management Cooperation 

 

S02 NEMO 

1. NEMO Programming Framework 2012 – 2017 
2. Organization Chart（Current, Proposed） 
3. Disaster Catalog(Feb/13/2014) 
4. Types of Assessment Reports for Emergency Relief and Short-term 

Restoration 
5. Case of Emergency Operation（Dec.2013 heavy Rain） 
6. Case of National Damage Assessment Report（Dec.2013 Heavy 

Rain） 
7. STANDARD OPERATING PROCEDURES GUIDELINES 
8. Standing Operating Procedures Volume 1:  Agencies of the National 

Emergency Management System (2009) 
9. Standing Operating Procedures Volume 1:  Agencies of the National 

Emergency Management Organization (2014) 
10. Standard Operating Procedure for Flood Early Warning System in 

Corinth 
11. Standard Operating Procedure Volume2: Standard Operating 

Procedures for The National Emergency Operations Centre 
12. Saint Lucia Flood Contingency Plan (2006) 
13. Saint Lucia Flood Contingency Plan (2014 under review) 
14. Tsunami Contingency Plan (under review) 
15. Law Data 

 

S03 MFEAPSS 

1. ECLAC: MACRO SOCIO-ECONOMIC AND 
EVIRONMENTAL ASSESSMENT OF THE DAMAGE AND 
LOSSES CAUSED BY HURRICANE TOMAS, 2011. 

2. WB, Rapid Damage and Loss Assessment (DaLA) Preliminary 
Findings, 2014 

 

S04 SLASPA 

1. SLASPLA Proposal for Disaster Vulnerability Reduction Project and 
Pilot Program for Climate Resilience 

2. Damage and Loss Assessment at HIA after 2013 Dec disaster 
3. SLU_SPCR~Part1 
4. SLU_SPCR~Part2 
5. SLU_SPCR~Part4 
6. SLU_SPCR~Part5 

 

S05 WASCO 

1. Disaster Preparedness Presentation 
2. WB（PPCR-DVRP） Wish Project List 
3. Disaster Vulnerability reduction Project and pilot Program for 

Climate Resilience 

 

S06 LUCELEC 1. LUCELEC : Disaster Management Plan  

S07 Red Cross 

1. Red Cross: Strategic Plan 2010-2015 
2. Red Cross: Disaster Management 5 year Work Program, 2010-2015 
3. Updated Disaster Management Plan, 2010 
4. Vulnerability ad Capacity Assessment (14 communities) 

 

S08 MEHDL 

1. MEHDL: SOP (Standard Operation Procedures) 
2. Draft School Safety Policy Guidelines, 2012. 
3. MEHDL: Handbook for Shelter Managers, Emergency Response and 

Mitigation in Schools 
4. Typical Drawings for Retrofitting School (CDB Project) 
5. Project Proposal for Flood Mitigation for Bexon Primary School 
6. Project Proposal for Smart Shelter Programme 
7. DRRM within the educational sector for Japanese consultant 

 



 

Collected Information List in Saint Lucia (2/2) 

No. Agency Collected Information Remarks 

S09 MSTLGE 
1. ConsituencyCouncilActA 
2. OrganizationChart_MSTLGCE 

 

S10 MIPST 

1. Information for Japanese (Estimation of Bridge Rehabilitation, 
Organization Chart, Information about Design Manual) 

2. Damage Assessment Report of torrential rain in 24th December 2013 
3. Damage Assessment Report of harricane Thomas 
4. Improvement of the Drainage Systems in Castries and Anse La Raye, 

2003. 
5. Disaster Response Plan 
6. Bridge Investigation Document 

 

S11 SLMS 

1. SLMS, Emergency Procedures (revision, May 2013) 
2. Station GPS coordinates 
3. Final Combined Strategic Plan 
4. FurtherRevised_DVRP-PPCR Proposal MetServices WRMA 04 

April 2013 
5. Final MOU St Lucia Met Services & Water Resource Management 

Agency 14141.doc 
6. Meteorological Services Strategic Plan 
7. METservice Work Programme(1) 2012-2013 

 

S12 MSDEST 

1. MSDEST, Strategic Plan, 2013-2017 
2. MSDEST, Performance Plan, 2013 
3. Organization Chart of MSDEST 
4. Extract from DRAFT Project Appraisal Document-PPCR-DVRP 
5. PPCR-DVRP Activity Summary 
6. PPCR-DVRP Synopsis 2014 
7. Institutional Arrangements for PPCR 
8. Extract from DRAFT Project Appraisal Document-PPCR-DVRP 
 (Inadeqacy Area by PPCR-DVRP Investment) 

 

S13 Fire Service 
1. Location of Fire Stations & Manner of response to emergencies 
2. Fire service Budget 

 

S14 FD 

1. Letter of Agreement between FAO and Forest Division, “Provision of 
of funds from the Food and Agriculture Organization of the United 
Nations from the European Commission” 

2. National Sub-Project to the GEF-IWEco Project, “Soufriere 
Watershed Situational Analysis Report”   

 

S15 WRMA 

1. Final Strategic Plan for the WRMA, 2012-2017 
2. WRMA Introduction PPT 
3. National Water Policy, 2004 
4. Water and Sewerage Act, 2005 
5. Revised Water and Sewerage Act, 2008 
6. Observation Station List （Information, Site） 
7. Daily Rainfall Data 
8. Equipment List 
9. WRMA Introduction PPT for Students 

 

S16 SMS 1. Saint Lucia Survey Map  
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3. 関係者リスト 



 

 



Organization Title Names

ODPEM
Director General
(Acting)

Richard Thompson

ODPEM Deputy Director Horare Glaze
ODPEM Michelle Edwards

ODPEM
Senior Director
Mitigation, Plannning & Research

Karena Aikery Mitchell
(Counterpart)

ODPEM Pauline Brown
ODPEM Boverley Thompon Director HRM
ODPEM Yronne Bernok Director of finance
ODPEM Planning Analyst Leiska Powell
ODPEM SNR telecoms engineer Roul Corniffe
ODPEM Regional coodinator south Camille Beekford Palmer
ODPEM Regional coodinator east Marlon Brown
ODPEM DRM specialist Anna Tucker
ODPEM St.andrew parish disaster coodinator Terry Forrester
ODPEM Allison Gordon
Met.service Head weather researcher Evan Thompson
Met.service Director Jeffery Spooner
Met.service Sector head, apploed met Jacqueline Spencee
Met.service Acting section head data procession Adham Shaw
Met.service Sector head, ~~MET centre Lourence Brown
WRA Water Resource Engineer Rudo Udika
WRA Senior Hydorologist Michael R A Wilson
WRA Deputy Managing Director Hrerbert Thomas
WRA Asstant Hydro-geologist Uton Henry
WRA SNR technical assistant Steve Houson
WRA Bernary Williams
WRA SNR hydrologist Michael Wilson
MGD Director Norman Harris
MGD Geologist Canute  Ricketts
MGD Mrs. Marsha Downswell
MGD Mr. Odane Reid
NEPA Civil engineer Allan Hamilton
NEPA Leonard Franus Direcotor
NEPA Urban&Regional Planner G Berelt
NEPA Legal manager Marie Chambers
PIOJ  ManagerBilateral Programmes Pauline Morrison
PIOJ GIS Analyst Nadine Brown
PIOJ SNR project Economist Marsha Woolcock
PIOJ Manager Sustinable Development Hopeton Peterson
NSDMD Principal Director Rohan A. Richards
NSDMD GIS Infra Manager Mark Codling
NWA Director technical service Roger Smith
NWA Project Manager Edmarine Lowe-ching
NWA GIS Officer Stauy-Ann Austin
NWA Project Officer Jordan Poole
NWA GIS Manager A Edwards
NWA Operater Manager Michael Saunderson
NWA Corporate planner Orlan Simpson
NWA Patrick Rose Director Plannig
NWA  Asst. parish managerClarendon Parish James stewart
NWA Ernest Clarke
UWI Earthquake Unit Professor Head Department Simon Mitchell
UWI Earthquake Unit Seismic Analyst Raymond Stewart
UWI Earthquake Unit Seismic officer Karleen Black
UNDP National Disaster Response Analyst Keith Ford
UNDP Deputy resident representative Elsie Chounoune
UWI Disaster risk management div. Lechirer Arputa Mandal
UWI Disaster risk management div. Geologist アネストリア　シャルコウス
UWI Disaster risk management div. Director DRRC Dr.Barbara Carby
UWI Disaster risk management div. Admin assintant Tameka Claudius
Forest department CEO conservator of forest Marelyn headley
Forest department chief forestry officer michael Bobb

ジャマイカ



Organization Title Names

Annotio bay community
development &environmental

Vice chairman Ruel Fraucis

St.Mary Parish
Social Development Commission

Travis Graham

Ministry of Labour and Social Security Pamiel Scott
St.Mary Parish Mayor Levan A. Freeman
St.Mary Parish Bruce Farrell
St.Mary Parish Rovel Morris
St.Mary Parish Carmen Samuda
St.Mary Parish  Yolande Jankie
St.Mary Parish Lincoln Dixon
St.Mary Parish Ava Murdock
Clarendon Parish Council D/sept R&W Garfield Thompson 
Clarendon Parish Council DU~~ planning Dickala Thompson
Clarendon Parish Council Physical plannner Staphel Thomas
Clarendon Parish Council Actg Parish disaster coordinator Eleawy Coorls
St.Catherine Parish disaster coordinator Patricia Lewis
St.Catherine Councillor Peter Davis
St.Catherine Manager Michael Morris
St.Catherine Building Officer Max Russell
St.Catherine Planning coodinator David Robinson
St.Catherine Mayor Neuuree Scott
St.Catherine Counciller/cathrtinePDC Dannell Marriott
Portmore Disaster coodinatoor Phillipa Ricketts Edmund
Fire Brigade Calvin Poweu
Fire Brigade Heather Williams
Fire Brigade Andrew Wildman
Portmore Councillor Ainsley Parkins
Portmore Leon Thomas Mayer PMC
Portmore Councillor Yvonne Mccormack
Portmore Chief admin manager Keny Chamdes
MoF Unit head physical infarastructure unit per division Rochell Dacres
MoF DFS-corporate services(actg) Audrey Mckenzie
MoF DFS-puble expatition~~coodinator Hope Blake
MLGE Senior director technical service Dwight wilson
MLGE Permanent secretary Dione Jennings
NWC Risk manager insurance Carl Medowell
NWC corporate pla manager Jacqueline Cameron
NWC Assistant vice president Lewis Lakemart
NWC Vice president planning & special reject Maijore Segree
NWC Rohan Forrester
NWC Gaswaine Johnson
NWC Clifton Barrows
Jamaica Constabulary Force– St. Mary Mr. Dean Johnson
Jamaica Constabulary Force– St. Mary Mr. Gary H. Flash
Jamaica Constabulary Force– St. Mary Ms. Velonique Campbell



Organization Title Names

NEMO Director Dawn French
NEMO Training officer Andrew George
NEMO/MOH Telecom oparator Fabian Lewis
MoF Deputy chief economist Bonaventure Henry
MoF Economist Michael Gittens
MoF Deputy ps John Callke
MoF Asst.economist Nadine Isidore
MSDEST Water resource officer Fitzgerald John
MSDEST Sust,devt and enviroment officer Dawn D Nathaul
MSDEST Deputy chief sustinable development officer Annnehe Rathgan-reo
MSDEST chief sustinable development &environment officer Crispin d'Auvergne
WRMA/MET Director(Ag) Venantious Descartes
WRMA/MET Information system manager Jason Ornest
SLASPA Internal auditor Cuthbert Nathoniel
SLASPA Chief engineer Chidi Tobias
MSTLGCE Deputy director Velola Joseph
Red Cross Director General Terencia gesilloud
Red Cross Disaster coodinator hubert Pierre
MEHRL School safety coodinator Bermez Khodoro
LUCELEC Construction engineer Nigel Fulgence
LUCELEC Health safety environment and security officer Priscilia Stanislas
Fire service StoTOIS? officer Bernard Prospere
Fire service Deputy chief fire officer Lambert Charles
Fire service Assistant divisional officer George Victorin
Fire service Station officer Charles Jeron
Fire service Accountant Shaween Emmanuel
Fire service Divisional officer Ditney Downes
Fire service Divisional officer Olens Charles
Fire service ICT Officer Warn Augustin
Fire service Dvisional officer Joseph Joseph
Fire service EMS ambulance Officer Fernando James
MSTLGCE Local government officer Justine Charles
MSTLGCE STO Derene Gustave
MSTLGCE STO Brenda Wilson
MSTLGCE STO Jahto Mahal
MSTLGCE Town Clerk Kizzie Joseph
MSTLGCE Chair person Edsel Edmund
MSTLGCE Chair person Frederick Jongue
MSTLGCE Chair person Alleyne Regis
MSTLGCE Councilor Dana Deferville
MSTLGCE Community Facilitator Dilan Alcee
MSTLGCE Ausbert Regis Demnery
MSTLGCE Community Facilitator Eleanor Joseph
PPS Deputy chief physical planner David Desie
MPDHUR Chief housing and urban renewal officer Jenny Daniel
MPDHUR
surver&mapping

canrographer David Alphonse

MPDHUR
Architects section

Chief architect Augstin Payonette

MTHCI Director of product development Ann-margaret Adams
MTHCI Permanent secretary Donovan Williams
MSTLGCE(PS) Permanent secretary Juliana Alfred
MIPST Permanent secretary Ivor Daniel
MIPST Financial Analyst Calvin Lee
MIPST Project engineer harricane thomas project Laurna Raoul
MIPST Project coodinator special project unit Mary P Augustin
WASCO Managing director Vincent Hippolyte
WASCO Utilite services palanning design manager Aly Anthony
WASCO Strategic planning manager Justin Sealy

セントルシア





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4. 現地写真（ジャマイカ） 



 

 



 

写真
橋梁上

が設置

辺以外

 

 

 

 

 

 

 

 

写真
Panis
ニティ

されて

写真
Rio C
指示に

 

１ 
上下流には空石

置されている。

外には護岸は確

３ 
sh Town 内の

ィ内の Rio Cob
ている。 

５ 
obre 川の沈下

により道路が封

 

 

 

 

 

 

 

 

 

石張もしくは蛇

緩勾配の堤防

確認できなかっ

の洪水氾濫の危

bre 川に水位標

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下橋。洪水警報

封鎖される。 

蛇籠による条件

防の場合、橋梁

った。 

危険性のあるコ

標とサイレンが

報発令時は、NW

ジャマイカ

 

件護岸

梁部周

写真
中国の

によ

コミュ

が設置

写真
Rio C
報は

Paris

WA の

写真
Rio 
NWA

カに於ける現

真２ 
のローンによ

り一部河積が阻

真４ 
Cobre 川の水位

WRA に送付

sh Council は

真６ 
Cobre 川上流

A の指示により

現地調査写真

 

り設置された橋

阻害されてい

位観測所。洪水

付され、その後

ODPEM から

 

流のゲート。洪

りゲートが閉鎖

橋梁。橋台部

る。 

 

水予警報用の

後 ODPEM に

ら情報を得てい

洪水警報発令時

鎖される。 

の盛土

水位情

至る。

いる。 

時は、



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真７ 
Moneague Lake。カルスト地形特有の湧水による洪

水が発生している。 

写真８ 
PortMore 市内からの排水路の出口にはゲートが設

置されておらず、潮位が高いときには排水不良とな

って排水路からの氾濫が生じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真９ 
Portmore の海水浴場。高潮による海岸浸食により

砂浜が流出している。 

写真１０ 
高潮被害があった個所では、海岸の護岸整備が進め

られている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真１１ 
カナダの援助により復旧した橋梁。軍事用と考えら

れる仮橋を設置している。 

写真１２ 
コミュニティ集会所を利用した ODPEM 指定の避難シ

ェルター。 

ジャマイカに於ける現地調査写真 

 



 

写真１３ 
山岳地には大規模な斜面崩壊箇所が見られる。多く

は河川沿いであり、斜面底部が河川浸食で凹部を形

成して斜面が不安定化するのが原因と想定される。

写真１４ 
山岳地では農地の開発などで植生が減少して、少量

の雨で斜面崩壊し易い環境がある。小さな崩壊がよ

り規模の大きな崩壊を誘発する場合が多い。 

 

写真１５ 
急崖では崖を構成する岩盤などがに亀裂が発達した

場合は不安定化し易く、崩壊に到ることも多い。 

写真１６ 
急崖では亀裂沿いに風化が進み脆弱な箇所から浸食

され、大きな崩壊が起こる。 

写真１７ 
道路沿いて小規模の崩壊が頻繁に見られる箇所。斜

面が砂質の脆い岩で構成されている。 

写真１８ 
道路沿いの斜面からの表流水で流出（崩壊）した土

砂。固結度の低い地層から構成される斜面。 

ジャマイカに於ける現地調査写真 



 

  
写真１９ 
洪水により盛土が崩壊した道路。道路盛土の上流側

（写真左側）に湛水。排水施設が流失している。 

写真２０ 
（写真７の側面－上流側から）道路盛土が完全に崩

壊した区間は沢地形を盛土した部分であった。 

 

写真２１ 
MGD の見解では現在も地すべりが継続していると

のこと。降雨時には表流水と、それに伴う地下水の

流れがあり土塊が移動している可能性はある。 

写真２２ 
山岳地の道路では道路を横断する排水施設の多くは

機能していて道路の崩壊は殆ど見られない。 

写真２３ 
山岳地の道路では一部で道路排水が十分でない区間

（高標高部）もあるため、低標高部に移る区間では

道路排水機能を上げて対応している。 

写真２４ 
新興住宅地では道路排水設備が極端に乏しく、降雨

の度に道路沿いに表流水の流れが形成され、道路斜

面崩壊の原因の一つとなっている。 

ジャマイカに於ける現地調査写真 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２５ 
1/13 ODPEMでのキックオフミーティングの状況

写真２６ 
UWI-Earthquake Research Unit の観測装置 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２７ 
NWA の ITS (Intelligent Transportation System)制
御室 

写真２８ 
ODPEM の情報通信室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２９ 
Norman Manley International Airport の気象観測

装置 

写真３０ 
1/29 WB によるワークショップの状況 

ジャマイカに於ける会議状況等の写真 

 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5. 現地写真（セントルシア） 



 

 



 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

写真１ 
河川には橋梁の代わりに安価なボックスカルバート

が設置されていることが多く、管路が狭窄部となっ

てしまっている。 

写真２ 
ハリケーントーマス等による土砂流出のため、河床

高が上昇傾向にあり、流下能力の低下が懸念されて

いる。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

写真３ 
水位観測所の状況。バッテリーの故障等により、メ

ンテナンス行き届いていない状況である。 

写真４ 
一部道路には、道路に側溝が設けられている。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

写真５ 
クリスマス豪雨により橋梁の上部工が流出し、アメ

リカ陸軍の手により仮橋が設置されている。 

写真６ 
河川周辺の家屋では、洪水時の水位を考慮し、ピロ

ティ化しているところもある。 

セントルシアに於ける現地調査写真 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

写真７ 
クリスマス豪雨により破壊された学校。建て替えの

予定はないそうである。 

写真８ 
小学校では、児童の避難計画を策定しているところ

もある。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

写真９ 
氾濫原に位置する学校。ピロティ化が希望されてい

るが、氾濫原に位置するため、避難所としては使用

できない。 

写真１０ 
Hewanorra International Airport 周辺の排水路。空港を

避けるように配置されている。2013 年クリスマス豪

雨時は洪水により空港が水没した。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

写真１１ 
首都カストリーズの GFL Charles Airport 周辺の状

況。一部地形が低くなっており、高潮により空港が

使用不能になることがある。 

写真１２ 
GFL Charles Airport 周辺の道路。一部地形が低くな

っている。 

セントルシアに於ける現地調査写真 



写真１３ 
周辺斜面が崩壊して下流部へ流下したと見られる。

斜面は強風化の火山砕屑部および崖錐から成る。 

写真１４ 
（写真１の下流側の沢）斜面崩壊で発生した土石流

が沢を流下している。 

 

写真１５ 
沢地形の斜面が崩壊して、土石流となって流下した

土砂が残る沢。道路の部分だけ土石は除去されてい

るが、その周辺にはまだ土石が残った状況。 

写真１６ 
道路建設に伴って設けられた排水設備は、沢を横断

する沢の水量に対しての検討の有無は不明だが、一

部機能したと思われ破壊されてはいない。 

 

写真１７ 
災害後に堆積土砂が除去された道路。道路斜面の多

くの箇所で崩壊が見られ、周囲には土砂が放置され

ており、次の豪雨での二次災害が懸念される。 

写真１８ 
Roseau ダム貯水池内の土砂災害で流出した木材が

洪水吐の下部に堆積する。土砂流出による貯水池内

の堆砂の増加が問題となっている。 

セントルシアに於ける現地調査写真（2013 年クリスマス豪雨被害） 



 

写真１９ 
洪水により盛土が崩壊した道路。道路盛土の上流側

（写真左側）に湛水。排水施設が流失している。 

写真２０ 
（写真７の側面－上流側から）道路盛土が完全に崩

壊した区間は沢地形を盛土した部分であった。 

写真２１ 
道路が小河川を横断する場合はコルゲート管による

排水が主体であったが被災経験から橋梁での対応へ

転換することが提案されている。 

写真２２ 
ボックスおよびコルゲート管による排水施設を伴っ

た潜水橋。潜水橋の被害は小さいが、周辺の低標高

部を濁水が流下して道路が被害を受けた。 

写真２３ 
洪水で河川水が越流した橋梁。建設後長期間過ぎた

橋梁は被災回数も多く劣化が著しいもの多く、架け

替え時期の橋梁が多い。 

写真２４ 
コルゲート管からボックスカルバートによる排水に

変更した道路。カルバートの排水能力を超える水量

で周辺の盛土が大きな被害を受けている。 

セントルシアに於ける現地調査写真（2013 年クリスマス豪雨被害） 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２５ 
2/12 NEMO でのキックオフミーティングの状況。

写真２６ 
NEMO の情報通信室。管理者がボランティアスタッ

フしかおらず、メンテナンスが行き届いていない。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２７ 
Hewanorra International Airport 敷地内の気象観測施

設。 

写真２８ 
NEMO 敷地内の地震情報の通信装置。UWI トリニ

ダードトバゴ校 Seismic Research Unit に情報が送

られている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真２９ 
Sulfur Spring。休火山状態であり、硫黄が噴出して

いる。UWI が火山状況の観測を行っている。多くの

観光客が訪れる。 

写真３０ 
Sulfur Spring 近隣の Interpretation Center。火山

の仕組みや歴史を学習することができる。 

セントルシアに於ける現地調査写真 

 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6. 現地写真（建築物） 



 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真１ ODPEM 
三階建て、米州機構が建築した。一定の耐震性は確

保されているものと考えられる。 

写真２ 公共病院 
ジャマイカでは比較的高層の建築物である。老朽化

が進んでおり、耐震性が低下している可能性がある。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真３ 消防局 
低層の建築物のため、一定の耐震性は確保されてい

ると考えられる。 

写真４ 警察署 
警察署は古い建築が多いが、低層の建築物のため、

一定の耐震性は確保されていると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真５ 首相府 
オフィスとして用いられており、キングストン市民

からの注目度はそれほど高くない。基本的に立ち入

り禁止である。 

写真６ 郵便局 
緊急性は低いが、比較的大規模な建築であり、壁面

にクラックが多くみられるなど、老朽化が進んでい

る。 

ジャマイカにおける建築物の状況 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真７ 国会 
低層の建築物のため、一定の耐震性は確保されてい

ると考えられる。 

写真８ 中学校 
低層の建築物であるが、老朽化している。また、政

府の建物に比べメンテナンスが行き届いていない。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真９ オフィスビル 
民間のビルは海外の業者に設計を委託していること

が多く、一定の耐震性は確保されている。 

写真１０ 教会 
避難所として用いられる。植民地時代の建築も多い

が、レンガ積みの耐震性はそれほど低くないそうで

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真１１ デボンハウス 
ジャマイカ人の間で最も有名な建物の一つ。観光地

であり、耐震補強を行うことは難しい。 

写真１２ 一般住宅 
ほとんどが平屋ではあるが、極めて脆弱と考えられ

る。 

ジャマイカにおける建築物の状況 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真１ NEMO 
平屋の建物であり、一定の耐震性は確保されている

ものと考えられる。 

写真２ 公共病院 
比較的新しい建築物であり、一定の耐震性は確保さ

れているものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真３ 消防局 
低層の建築物のため、一定の耐震性は確保されてい

ると考えられるが、前の消防局は地震により使用不

能となっている。 

写真４ 警察署 
セントルシアにおいても、警察署は古い建築が多い

が、低層の建築物のため、一定の耐震性は確保され

ていると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真５ 総合庁舎１ 
セントルシアでは高層の建築物である。老朽化が進

んでおり、耐震性は高くないと考えられる。 

写真５ 総合庁舎２ 
セントルシアでは高層の建築物である。比較的新し

いが、耐震性は十分ではない可能性がある。 

セントルシアにおける建築物の状況 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真７ 新庁舎 
建設中の新庁舎。耐震性は不明だが、一定の耐震性

は確保されていると推測される。 

写真８ 中学校 
低層の建築物であるが、老朽化している。また、政

府の建物に比べメンテナンスが行き届いていない。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真９ リゾートホテル 
平屋～二階建て程度の建築が多く、一定の耐震性は

確保されていると考えられる。 

写真１０ 橋梁 
落橋防止装置の設置はない。ジャマイカも同様であ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真１１ カストリーズマーケット 
セントルシア人の間で最も有名な建物の一つ。倉庫

のような単純な構造であり、一定の耐震性は確保さ

れていると考えられる。 

写真１２ 一般住宅 
平屋・高床式が多い。極めて脆弱と考えられる。 

セントルシアにおける建築物の状況 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

7. CDEMA 概要 



 

 

 



付属巻末資料 7 CDEMA 概要 

 

CDEMA は、CDERA（Caribbean Disaster Emergency Response Agency）を前身として、 

2009 年 9 月にカリブ全域の防災を統括する機関として誕生した。本部はバルバドスで

ある。 

「カリブ地域災害管理プロジェクトフェーズ 1 事後評価報告書」によると、CDEMA

の予算は、加盟国からの拠出金と、援助機関からのプロジェクト予算に支えられてい

る。CDEMA は調整機関としての側面が大きく、CDEMA 加盟国全体からの拠出金は、

主に CDEMA 内の人件費として支出されている。プロジェクト資金については、援助

機関からのプロジェクト案件ごととなる。 

 

CDEMA は、行動計画として CDM 戦略（案）2014-2024（Regional Comprehensive 

Disaster Management (CDM) Strategy and Programming Framework 2014-2024 Draft）を構

築している。これによると、CDM 戦略（案）2014-2024 の目標は、「包括的な災害管理

により、CDEMA 加盟国をより安全で、より弾力があり、より持続可能な状態にする」

としている。この目標は、CDM 論理モデルの中で表わされる 4 つの高レベル優先目標

および 16 の出力により達成されることとなっている。さらに、この CDM 戦略の枠組

みは、7 つの要素に具体化される。これら 7 つの要素は以下のとおりである。 

 

i. 国立機関、地方機関および分野ごとの機関が、CDM プログラムを実施するうえで

の適切かつ最低限の能力基準を持つこと。 

ii. 事実に基づいた意思決定のためのナレッジ・マネジメント。 

iii. 経済の重要な分野における災害回復力の強化。 

iv. 地方、全国、分野および地方レベルの災害対応への即応性。 

v. 計画と機関同士の協調による、CCA と DRR の結びつきの正確な定着と理解。 

vi. すべての段階とレベルにいきとどく、ジェンダーを考慮した最も脆弱なもののた

めコミュニティー防災力の強化。 

vii. 戦略実行能力を支える資源配分。 

 

CDM 戦略の論理モデル表を次頁に示す。  



表 CDM 戦略の目的と分野横断テーマから構成される CDM 戦略論理モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




	表紙
	換算レート
	調査対象地域位置図
	目次
	図表目次
	略語表
	第1章　業務概要
	1.1　業務の背景
	1.2　業務の目的
	1.3　業務の範囲
	1.4　作業計画
	1.5　調査要員と計画
	1.6　現地調査工程

	第2章　ジャマイカにおける調査
	2.1　基礎情報
	2.2　自然災害基礎情報
	2.3　防災行政(政策、組織)の現況
	2.4　防災への取組み状況
	2.5　我が国ならびに他ドナーの支援状況
	2.6　防災セクター改善及び支援の方向性

	第3章　セントルシアにおける調査
	3.1　基礎情報
	3.2　自然災害基礎情報
	3.3　防災行政(政策、組織)の現況
	3.4　防災への取組み状況
	3.5　我が国ならびに他ドナーの支援状況
	3.6　防災セクター改善及び支援の方向性

	付属巻末資料
	1. 面談リスト
	2. 収集資料リスト
	3. 関係者リスト
	4. 現地写真（ジャマイカ）
	5. 現地写真（セントルシア）
	6. 現地写真（建築物）
	7.CDEMA 概要


